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1-2 -般 試験研究

道産ソバ粉を用いた機械製麺に関する研究 ( H 1 5～1 7 )

企画調整部総務課 山 木一史

食品開発部農産食品科 佐 藤理奈 中 野敦博 太 田智樹

研究の目的と概要

これまでソバ粉比率が高い麺は伝統的技術を用いた手打ち職人により製造 されて

いるが、機械製麺においては製造技術等に関する種々の要因が未解明であり、製品

の品質劣化も著 しい。そこで、本研究では道産ソバ粉の利用拡大を目的に、道産ソ

バ粉の各種成分特性を把握 し、製麺特性 との関連性を解明することにより、ソバ粉

含有比率が高くかつ食感の優れた麺の機械製麺技術の開発を行 うものである。

昨年度までに、これまで廃棄 していた甘皮部分の粘性物質の利用が生地物性を向

上させること、ソバ粉菌数の低減化に湿式処理方法が効果のあることを確認 した。

最終年度となる今年度は、甘皮粘性物質の抽出方法と製麺試験について検討 した。

【予定される成果】

・高品質なソバ粉比率が高い麺の機械製麺による製造

。滅菌ソバ粉の製造

試験研究の方法

(1)供試試料 として道内産ソバの甘皮部分 (甘皮粉)を 用いた。また、製麺試験には

道産ソバのロール挽き粉 (ロール粉)と 石臼挽き粉 (石臼粉)を 用いた。

(2)甘皮部分の濃度が 5.0～50%に なるように調製 した試料液を、60分 間振 とうした

後、遠心分離を行い上澄み液の粘度を測定した。同時にこの上澄み液のタンパク質

量および全糖量 (フェノール硫酸法、490nm)を 沢1定した。

(3)甘皮部分の粘性物質抽出方法を検討するために、10%濃 度の試料液を調製 し、静

置、ゆつくり振 とう (80回 /分)(S)、 激 しく振とう (260回 /分)(H)、 の 3パ タ

ーンで抽出時間をそれぞれ 10分 、30分 、60分 にて抽出した上澄み液の粘度を測定

した。抽出液の成分は、静置 60分 、振とうS60分 、振とうH30分 と60分 の条件

について、それぞれタンパク質量と全糖量を測定した。

(41製麺試験は、製粉企業より供与していただいた石臼粉 100%の 手打ち麺(Alをコン

トロール として用いた。また、押出式製麺機により石臼粉 100%(B)と、ロール粉

100%(C)の麺を製麺し、ロール粉 :小麦粉=50:50(D)、ロール粉 :小麦粉=70:30(E～H)

は通常の製麺機により製麺 した。なお、D～ Fは 加水量 30%、 Gと Hは 加水量 33%

とし、Fと Hに ついては 10%濃 度の甘皮抽出液を加水 としてそのまま使用した。試

作 したそれぞれの麺を所定の時間ゆでた後、クリープメータにて破断試験を行い、

物性の評価を行った。

3 実 験結果
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甘皮抽出液の濃度 と各成分値 との関係を図 1に示した。濃度の増加にともない、粘

度とタンパク質量が増加 したが、全糖量と全タンパク質量はあまり差がみられなかつ

た。50%濃 度は上澄み液がほとんど得 られず試験が出来なかつた。また、125～ 20%

濃度も液の収率が 50%以 下であり、作業性も考慮すると 10%濃 度が適当であると判

断された。抽出方法と時間の関係では、激 しく 30分 間振 とうすることで、効率よく

粘度の高い抽出液が得られた (表1)。さらに、同じ条件で各成分も多く含まれている

ことが半」明した (表 2)。

物性試験の結果を図 2に 示 した。破断応力は麺のかたさ、もろさ応力は麺の歯切れ

感 (値が低いほうが歯切れがよい)を 表す。手打ち麺(Dは 食感がソフ トだが歯切れが

良かった。押出麺(B、C)はいずれも Aよ りかたさがあるが歯切れが劣つた。通常の機

械製麺(D～H)ではソバ粉比率 50%の Dが もつともかたく歯切れ感も良好であったが、

これは小麦粉の性状が強く表れているものと思われた。甘皮抽出液を用いたFと Hは 、

同じソバ粉比率であるEと Gに 比べて歯切れがやや劣るが、かたさではともに上回つ

た。Fと Hは 製麺時における作業性もよく、生麺の状態では麺線が切れにくくしっと

りした性状であつた。

以上のことから、ソバ粉比率の高い機械製麺において甘皮抽出液を直接利用できる

ことが判明した。

埜ユニL菫五法と時間による粘度への影響
1 0min    30min    60min

表2抽 出方法1二よる成分値への影響

タンパク質量(%)全 糖量(mg/g)

静置 288      391      468

振とう―S    319    375    454

振とう一H    614     634     6.40

(単位 :mPa・s)

50%  67%  10.0% 12.5% 16.7% 200%

図 1 甘 皮抽出液の濃度と各成分値との関係

一 粘度 一 全糖量 ― たんぱく質 ― 全たんぱく質

A  B  C  D  E  F  G  H

図2試 作麺の物性値
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4 要   約

甘皮部分を 10%濃 度で激 しく30分 間振 とうすることで、効率よく粘性物質が抽

出できた。この抽出液を直接用いて通常の機械製麺方法でソバ粉比率 70%の 麺を試

作 したところ、物性値および作業性 ともに良好な麺が製造出来たことから、甘皮抽

出液を活用することで、ソバ粉比率の高い機械製麺が可能であることが判明 した。
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食品乾燥の高効率化技術に関する試験研究 (H16～17)

熊林義晃

奥村幸広

応用技術部

応用技術部プロセス開発科 清 水英樹

研究の目的と概要

乾燥工程は加工食品を製造する上で重要な工程の一つである。近年、製品の差別

化、高付加価値化の試みは乾燥品においても行われてお り、素材の風味を残 した高

品質な乾燥を行いたいとい う要望がある。現状では低温で長時間かけて乾燥させる

方法が主流で、生産量、工程の組み方に制約を受けながら生産を行っている。

1970年代に高電場条件下で水分の蒸発が促進 される現象が認められているが、乾

燥機へ応用するという観点での試験は行われていない。食品の乾燥工程においてこ

の現象が応用できれば、高品質な乾燥物を低温でも効率良く生産できる可能性があ

り、また工程の省エネルギー化にも役立つ可能性がある。

本研究は、高電場条件下で水分の蒸発が促進 される現象を食品の乾燥技術として

確立し、乾燥機への導入方法を見出すことを目的とする。今年度は、装置化するた

めに必要な高電場処理の特徴把握 と食品を用いた乾燥試験とを行つた。

【予定される成果】

。新しい乾燥技術を用いた乾燥装置の開発に必要な技術情報の獲得

試験研究の方法

高電圧電源の出力の一方を針状電極、他方を接地した平板電極に接続 して、この

電極間に高電場を発生させた。試験結果は試料の蒸発による重量減少量を測定し、

同時に測定した自然蒸発のものを基準 (自然蒸発=1)に して倍率で表 した。蒸発量

分布は、蒸留水を所定量入れた内径 27111ntのガラス製のシャーレを針状電極下の平板

電極上に密着させて静置 し、各シャー レの重量減少量を測定することで調べた。ま

た、試料に平板電極と平行 した風を当てるように送風機を配置 した (図1)。針状電

極は、 1本 又は 2.5cm間隔に 5×5配 列させた 25本のものを使用 した。

食品乾燥試験は、粉砕 された形態のモデル試料 としてオカラを用いた。試料 50g

を円盤状に整形 して平板電極上に配置 した。乾燥中は重量変化を記録 し、乾燥前と

乾燥後の含水率測定値から乾燥途中の含水率を算出した。測定は室内環境で行い、

温度 ・湿度の制御は行わなかつた。

実験結果

図 2に 電場の種類の違いによる蒸発量分布を示した。分布の形状は釣鐘形 となつ

てお り、蒸発の倍率は針状電極の直下が一番高く、電場の種類に関係なくほぼ同じ

値 となつていた。直下点からの距離が大きくなるに従い交流電場の場合はなだらか
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に減少 したのに対し直流電場では急激に減少 した。この形状の違いから交流電場の

方が単位面積当たりの蒸発量が大きいと予想され、直流電場より有利であると考え

られる。図 3は 電極数を 25本 として風を当てた場合の蒸発量分布を示 した。高電場

処理をした場合、電極の下方全体の倍率が高くなり、複数電極の配置で処理面積が

拡がることがわかつた。送風と組合せた場合はさらに倍率が高くなる傾向が見られ、

特に 0.8m/sの弱い風を当てた時、電場との相乗効果は顕著に大きくなった。風速を

適切に調整 した送風 と電場 との組合せは、大きな相乗効果が期待できると考えられ

る。図4に オカラを乾燥した場合の乾燥特性曲線を示した。乾燥速度の変化には勾

配の急な減率第
一乾燥期となだらかな減率第二乾燥期が現れた。前者では弱い風と

高電場処理 と組合せると、強い風に匹敵する大きな乾燥速度が得 られた。電場の形

成に必要な電力は送風に比べて僅かな電力で済むため省エネ化の可能性があり、高

電場処理を組合せた乾燥機は乾燥効率を向上できる可能性があることが示唆された。

シャーレ

平板電極

図 1 測 定模式図

o      10      20      30     40      50      60

送風機からの距離 [cm3

図 3 風 を当てた場合の蒸発量分布

(断面図)

4 要 約
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図4 乾 燥特性曲線

(乾燥環境 :室内 温 湿度制御なし)

一
本の針状電極 を用いた高電場処理の蒸発量分布の形状は電極直下を最大値 とし

た釣鐘形 となつてお り、複数本の針状電極を配置すれば処理面積 を増やせ ることが

わかった。風速を適切に調整 した送風 と電場 とを組合せることにより、大きな相乗

効果が期待できることがわかつた。高電場処理の導入は乾燥効率を向上 させ られ る

可能性があることが示唆 された。

… ｀
｀ 針状電極の

日        配 ■位置 (距離)

‐ 風速14m/s電 場あり

書 風速14m/s

‐ 風速06m/s電 場あり

0風 速06m/s

‐ 風速03m/s電 場あり
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エ クス トルー ダに よる農産物 を用いた新規 スナ ック菓子 の開発   (H16～ 17)

応用技術部プロセス開発科 清 水英樹 奥 村幸広

応用技術部 熊 林義晃

1 研 究の目的と概要

従来からあるスティックタイプのポテ トスナックは、乾燥ポテ トフレークを主原

料として用い、冨」原料を添加、混合、混練、成型後、焼成あるいはフライという工

程で製造されているが、乾燥原料を用いているため馬鈴薯の風味に乏しい。本試験

では、「蒸かし」などの加熱処理をした馬鈴薯をそのまま主原料として用い日需鈴薯

の風味豊かな焼成タイプのスナック菓子を製造することを目的とし、エクス トルー

ダを用いたポテ トスナックの基本製造技術について検討した。

【予定される成果】馬鈴薯の風味豊かなスナック食品の開発

2 試 験研究の方法

1)主原料の調製

馬鈴薯は市販の男爵を使用した。水洗 ・剥皮 ・カット後、蒸 し器にて25分 加熱

した後、マッシャーを用いてマッシュポテ トを調製 した(生マッシュポテ ト)。対照

として、生マッシュポテ トと同等の含水率となるように乾燥ポテ トフレークに加水

して調製 したマッシュポテ トを用いた(乾燥復水マッシュポテ ト)。

2)生地の調製

以下の配合組成 (重量比)で 副原料を混合 し生地(含水率 :71%)を調製 した。

マッシュポテ ト:シ ョー トニング :ベーキングパウダー=92:7:1

また、主原料であるマッシュポテ トの 10%を馬鈴薯でんぷんまたは乾燥ポテ トフレ

ークに置き換えた生地(含水率 :62%)を調製して比較評価を行つた。

3)成型条件

エクス トルーダ(TCO・30神 鋼テクノ(株))を用い、以下の運転条件で成型 した。

スクリュー :フォワー ドスクリューのみ、スクリュー回転数 :50rpm

ダイ :1穴 、口径 7mm φ、バレル温度 :室温

成型物は長さ約 12cmに カットした。

41焼成条件

電気オーブン((株)栄和製作所)を用い、160℃、40分 を基本条件 として焼成 した。

5)焼成物の評価

各焼成物は、含水率を測定するとともに、表面および断面を観察することにより

焼成後の状態を比較評価 した。また、 レオメーター(サン科学(株)、歯形プランジャ

ー)を用いて破断強度を測定 し、硬 さを比較 した。風味、食感については官能的に評

価 した。
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実験結果

エクス トルーダでの成型性は、いずれの生地でも表面が滑 らかな円柱状の成型物

が得 られ、馬鈴薯でんぷん等の粉体を添加 しない高含水率(71%)の生地でも成型後

に形が崩れる事はなかつた。また、生マ ッシュポテ トを主原料 とする生地のほ うが、

乾燥復水マッシュポテ トを用いた生地よりも、やや硬 めでしつか りとした成型物が

得 られ、ハン ドリング′性は良好であつた。 さらに、これ らを 7mm φ で成型 したも

のは、生地含水率が 71%と 高 くても焼成後の含水率が 5%前 後まで均一に焼成可能

であることが解った。

図 1に 、各焼成物の断面を示 した。生マ ッシュポテ トに馬鈴薯でんぷん、乾燥ポ

テ トフレークを添力日したものは、焼成後 も成型時の形状をほぼ維持 していた。
一方、

生マ ッシュポテ トだけのものは、成型時の形状が維持できず楕円状の焼成物 となつ

たが、焼成時に発生する蒸気を、焼成が進んで成型物表面がある程度の硬 さになつ

た後オーブンから排出することにより、円柱状に近い焼成物を得ることができた。

次に、各焼成物の硬 さを図 2に 示 した。比較 として市販のスティックタイプのポテ

トスナ ックも同様に測定 した(図中 E)。生マ ッシュポテ トを主原料 としたものおよ

び乾燥復水マ ッシュポテ トを主原料 としたものの破断強度は市販スナ ックの約 1/2

の値を示 し、非常に軽い食感であつた。生マ ッシュポテ トに馬鈴薯でんぷん、ある

いは乾燥ポテ トフレークを添力日したものは、硬めで歯 ごたえのある食感であった。

これ らの添力日量を変えることにより、食感の調節は可能であると考えられた。

A:生 マッシユホ
・
テト  B:A十 馬鈴薯でんぷん  C:A十 乾燥ホ

・
テトフレーク  D:乾 燥復水マッシユホ

・
テト  E:市 販ホ

・
テトスナック

また、馬鈴薯の風味は、生マッシュポテ トを主原料 とした焼成物で、乾燥復水マッ

シュポテ トを主原料としたものや生マッシュポテ トに馬鈴薯でんぷんを添加 したも

のよりも強く感 じられ、生マッシュポテ トを原料に使用する優位性が確認 された。

4要  約

エクス トルーダを用い、加熱処理した馬鈴薯をそのまま主原料とするポテ トスナ

ックの製造について検討した。成型および焼成条件を操作することにより、乾燥ポ

テ トフレークを使用しない高含水率の生地から、馬鈴薯の風味豊かな焼成タイプの

スナックを製造することができた。

Э
拠
韻
歯
督
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発酵魚 肉ペース トの食 味お よび発酵 の改 良に関す る研 究  (H16～ 17)

食品開発部畜産食品科 山 田カロー朗

応用技術部機能開発科 柿 本雅史 濱 岡直裕

研究の目的と概要

北海道の年間漁業生産量は約 150万 トンであり、食料品全体の出荷額に占める水

産食料品の割合は最も多い。 しかし、主要水産物の市場価格の低迷や需要の落ち込

みが続き、多獲性の魚種である小型ホッケ、スケ トウダラ、ブナサケなどの生鮮流

通品や加工品としての利用価値は依然として低いのが現状である。このため漁港を

持つ市町村や漁業協同組合などからは、新しい加工方法による水産加工製品の開発

が引き続き要望されている。本研究では、平成 14お よび 15年度に実施 した試験研

究 「道産水産物を原料とするペース ト状発酵食品の開発Jに おいて検討 した製造技

術を基に、ホッケやサケ、そのほか貝類など様々な原料を使用 して試験醸造を行い、

食味や風味の問題点を解決するための改善策を検討 した。

【予定される成果】

・水産物を用いた新規発酵食品の開発により、多獲性魚種の高付加価値化や用途

拡大が図られる。

試験研究の方法

1)原料魚貝類の違いが食味に与える影響

スケ トウダラ、サケ、ホタテの可食部を 30分間蒸煮 し、ミンチ状とした後、これ

らに米 麹 (味 噌 用 )を 23%、 食 塩 9%お よび 前 培 養 した 味 噌 用 酵 母

み″Saθθttθrαη/θθS r″ガ(当センター保存菌株)を所定量添加 した。これらを 30℃

で 60～90日間発酵させた後、タンパク分解率と滴定酸度を沢1定した。

2)前 処理、発酵工程中の水分調整が食味に与える影響

原料魚にはサケを用い、前処理として解凍フィレーを30分間蒸煮 したものをミン

チ状にし、そのまま試験に使用するもの(水分含量 60%:水 分調整なし)と、通風乾

燥によつて水分調整 したもの(水分含量 57%:水 分調整あり)を用いた。これらに米

麹(味噌用)、食塩および味噌用酵母を所定量添加 し、ポリ袋に入れ密閉状態にした

もの(ポリ袋あり)と、ポリ袋に入れず開放状態のもの(ポリ袋なし)、合計 4区 を設

定し、90日間発酵させた後タンパク分解率を沢1定した。

- 8 -



実験結果

1)魚種別発酵ペース トの

タンパ ク分解率 と滴定酸

度を図 1に示した。スケ ト

ウダラ とホタテの発酵ペ

ース トのタンパ ク分解率

はそれぞれ 285%、 272%

であり、サケの発酵ペース

トの 186%よ りも高い分解

2)前 処理、発酵工程中の

水分調整 を行 な つた発酵

ペー ス トの タンパ ク分解

率を図 2に 示 した。前処理

に よる水分調整 を検討 し

た結果、水分調整 な しのも

の はポ リ袋 の有無 に関わ

らず、20%を 超える比較的

高 い タンパ ク分解 率 を示

平成 17年 度事業報告 ・平成 18年 度事業計画

■■■■タンパク分解率④
‐…◇・―滴定酸度
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率を示 した。
一方、滴定酸  図 1 魚種別発酵ペーストのタンパク分解率と滴定酸度

度はサケの発酵ペース トが最 も高 く、他の 2魚 種 よリア ミノ酸量が少な く有機酸

量が多いことが示 された。また、官能評価では 3つ の発酵ペース トともそれぞれ

の風味が生きた良好なものであったが、特にホタテ発酵ペース トは旨味、甘みが

強 く感 じられ るもの となつた。

した。また、発酵中の水分  図 2 水分調整した発酵ペーストのタンパク分解率

調整については、発酵 中にポ リ袋を使用せず、開放 させた方がタンパク分解率が

高 くな り、風味も良好になることが明 らかになつた。

4 要 約

魚種 によつて発酵ペース トの成分に差があることが明 らかにな り、特にホタテ

の発酵ペース トは食味、風味が良好であつた。また。前処理、発酵工程中の水分調

整についての検討を行つたところ、前処理で原魚の水分を調整せず、発酵工程 中に

ポ リ袋で密閉せず開放 した方がタンパ ク分解率が高 くな り、旨味の多い発酵ペー

ス トが作製できることが分つた。
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食品加工廃棄物の処理に関す るシステム技術の開発

一微生物を利用したバイオエネルギー生成及び低減化の最適条件の確立―

食品開発部水産食品科

食品バイオ部バイオテクノロジー科 中 川良二

(H16～ 17)

能登裕子

八十川大輔

長島浩二応用技術部

研究の目的と概要

北海道ではホタテ、サケ、ジャガイモ、ビー トなどの主要農水産物が大規模

に生産 され、それ らを原料に各種食品が製造 されている。 この加工工程で大量

の未利用残澄や副産物が生 じ、これ らの処理コス トが加工業者の経営を圧迫 し

ている。食品廃棄物の一部は飼肥料 として再資源化 されているものの、大部分

は廃棄物 として処理 されているのが現状で、環境に優 しく、処理コス トが小 さ

い新たな処理方法の確立が急務 となつている。

本研究では、ホタテ貝加工処理残澄を中心 とした蛋白質系食品廃棄物の効率

的な低減化 とそれを原料 とした有用物質の生成システムを構築することを目指

し、ホタテ貝のウロを微生物によつて発酵 させて、バイオエネルギー (水素ガ

ス)を 生成 させると同時にその低減化を図ることを検討 した。

【予定 される成果】

・食品加工残澄の減量化による環境負荷の低減化

。食品加工残澄からバイオエネルギーの生産によるエネルギー及び廃棄物処理

コス トの削減

試験研究の方法

昨年度に土壌より分離 された推定水素生成菌 4株 の内、安定 して培養できた

2株 (αθs`r〃ゴ開 ∂θ〃ゴsο方、分離菌株番号 11,22)を用いて実験を行つた。

ホタテのウロのみ、あるいは生理食塩水を 50あ るいは 75重 量%力日えたものをホ

モジェナイズ し、オー トクレーブ処理後、菌液を加えて嫌気培養 した。培養に

は、30℃の嫌気グローブボックスを使用 した。水素測定は、ガスクロマ トグラ

フィを用いた。培養後の廃棄物の低減化率 を測定す るため、タンパ ク質量

(Coomassie試薬)、グル コース量 (Fキ ッ ト)、TS(全 固形分 :試料を 105℃で

2hr.蒸発乾燥後の残量 (試料湿基準%))お よび VS(強 熱減量 :全固形分にした

試料を 600℃で 0.5hr.強熱 した時の減量 (試料湿基準%))、 COD(化 学的酸素要

求量、重クロム酸カ リウム法)を 沢1定した。

実験結果

表1に、各種 ウロ濃度の培養液で菌株11と22をおおよそ24～96時間嫌気培養 し

- 1 0 -



平成 17年度事業報告 。平成 18年度事業計画

た時の発生ガス量 と水素量を示 した。それ以降のガス発生量は僅かであつた。

菌株11、22共にウロ濃度の低い培養液で発生ガス量がより多 くな り、発生ガス

中の水素濃度は何れのウロ濃度においても25%程度なので、結果 として25%ウロ

濃度培養で生成水素量が最も多くなつた。

表 1 ウ ロを嫌気培養 した時の発生ガス量及び水素量

分離菌株

番号
ウロ濃度 (%)

ガス発生量

(L /ウロ湿重量 K g )
水素濃度 ( % )

水素量

( L /ウロ湿重量 K g )
培養時間 (h)

11

10( 1.9
０
´ 0.4〔 9(

2.88 0.6( 9(

7.05 1.8[ 4〔

０
４

10( 1.41 0 . 3 2 9(

2.38
９

“ 0 . 5 , 4〔

7.1
０
４ 1 7〔

水素発酵 によるウロ低減化率 を調べ るために培養前後での有機物量 を沢1定し、

表 2に 示 した。 その結果、菌株 Hよ り22での培養 の方が有機物量の減少率が大

き く、ウロ濃度 100、50、25%でそれぞれTSが90.3、50.2、30.0% (菌株 Hの 場合)

に、あるいは81.1、46.3、26.0% (菌 株 22の場合)に 減少 していた。 また、COD

について も、 ウロ濃度25%の場合 で、約 1/3(菌 株 Hの 場合)あ るいは約 1/4(菌

株22の場合)に 減少 した。

以上 よ り、菌株22を用いた ウロ濃度25%の嫌気培養 によ り、効率の良い水素生

成 と有機物量の低減が可能であることが示 された。

表2 培 養前後での有機物量変化

分離菌株

番号
ウロ濃度 (%) グル コース量 (g/1)

タンパク質量

(μg/ml)
TS(%) V S ( % )

C  O  D c .

( g / 1 )

ウロのみ 10( 0.41 1331

10( 0.01 79〔 20. 19. 1

0.003[

０
４ 0.002( 6.1 5.18 10〔

０
４

10( 0.03[ 46[ 18. 17. 1 29イ

0.006〔
０
４ 10. 9.44 14C

0.01C 5.8g 4.9C 81.C

4 要 約

土壌 より分離 したαθsιrゴ涯翻 ∂θゴ茜sοゴゴ2株 (分離菌株番号11、22)を 用

いて、ホタテ貝のウロを分解 し、水素ガスの生成 と有機物量の低減化を検討

した。菌株22を用いたウロ濃度25%での嫌気培養により効率の良い水素生成 と

有機物量の減少が達成 され、水素発酵による蛋白質系水産廃棄物の環境負荷

量低減化の可能性が示 された。
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麦汁を用いた乳酸発酵飲料及びビールビネガーの開発  (H16～ 17)

食品バイオ部発酵食品科 田 村吉史 吉 川修司

食品バイオ部バイオテクノロジー科 橋 渡 携

研究の目的と概要

北海道内地 ビール企業は、地 ビールブームにの り最大 30数 社まで増えたが、ブ

ームが一段落 し、数社が製造を中止 したため現在は 25社 程度 となつている。

地 ビール レス トランに多 くの人を呼び込むためには、観光客ばか りでなく地元の

家族連れにも利用 しやすいことが求められる。お酒を飲まない人や子供でも楽 しめ

るノンアル コールの飲料で、地 ビール レス トランならではの商品があることが、そ

の他の レス トランとの差別化のためには有効である。麦汁を用いた乳酸発酵飲料は

大人だけでなく、子供や健康志向の人にも充分受け入れ られる特徴ある健康飲料で

ある。また、麦汁を原料 としたモル トビネガーはヨーロッパでは一般的であるが、

日本には馴染みがなく国内では生産消費共に少ない。 ビールを原料 とするビール ビ

ネガーはポップが入つているのでモル トビネガー とは異なる商品とな り、また、地

ビール レス トランでも消費も出来 ることから、地 ビールの有効利用につながる。

本研究では、麦汁中の乳酸発酵 とビールの酢酸発酵の検討を行った。

【予定される成果】

。麦汁の乳酸発酵飲料及びビールビネガーが商品化される。

。地ビールの有効利用が図られることからコス トダウンに繋がる。

試験研究の方法

麦芽は地ビール企業が実際に使用 しているものを入手して用いた。麦汁は麦芽を

市販のコーヒーミルを用いて砕いた後、6種 類の麦汁濃度 (25,50,75,100,125,150g/350ml)で

調製 した。 各麦 汁 は Z′θわb′3■■hs“ J s u b s p  3鶴 e i  L 1 4、 Z′"腸 ci■■usノ 笏 ta m

HOKKAIDO、  Zθνconθsわθ “ esenk力 缶  JCM 6124T及 び λ 滅“θ“″ ′"`OSa“ “

IF03182の 4種 類の乳酸菌により乳酸発酵を行い、生菌数、pH及 び Brixの変化を

測定 した。地 ビールの酢酸発酵は、各社の地 ビールを超音波による脱炭酸 した後、

酢酸菌を添加 して各販売用による好気的な発酵を行つた。

実験結果

麦汁濃度は 75g/350mlによる調製が一
般的なビールの麦汁濃度である。前年度の

結果より麦汁濃度は濃い方が風味が良好であることか ら、今年度は濃厚な麦汁によ

る乳酸発酵を主に行つた。今回使用 した乳酸菌は前回良好な発酵 と風味を有 してい

た菌株の中から、タマネギ搾汁液の風味改善に効果が見 られた菌株を取 り上げた。

試 験 に供 した各 乳酸菌 の発 酵 3日 目の菌数 を図 1に 示 した。Lb plantarum

HOKKAIDOを 除き麦汁濃度による差はほとん どなく、麦汁濃度が上昇するに従い

増加する傾向があった。Lb plalltalllm HOKKAIDOは低濃度では菌数低下が生 じて
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いた。試験に供 した各乳酸菌の発酵 3日 目の pHを 図 2に 示 した。いずれの菌株の

各麦汁濃度の試験区でも pHは 35前 後に低下 していた。各菌株 による、乳酸発酵

は順調に進行 していたと考えられ、Lb plantarllm HOKKAIDOの菌数低下は低濃度

の麦汁の緩衝能の低 さが原因 と考えられる。

地 ビールは種類により酢酸発酵の早 さが異なるが、順調に酢酸発酵が進行 し、各

ビールのアル コール量に準 じた酢酸量を持つ ビール ビネガー となる。各地 ビールの

持つ風味をそのまま生か したビール ビネガー となることから、各社で風味の異なる

ビネガーの製造が可能 と考えられる。

6

5

4

■ 3

2

1

0

Leu

MesentrOldes

菌種

Lb.plantarum P. pentosaceus

図 1 各 種乳酸菌の発酵後の生菌数

（〓
＼
ご
じ
輔
超
韻

10E+10

10E+09

10E+08

10E+07

10E+06

10E+05

Lb.casei Leu Mesentroldes

菌種

Lb.plantarum P. pentosaceus

国 添加 菌数

圏 25

□ 50

□ 75

■ 100

囲 1 2 5

圃 1 5 0

図 2 各 種乳酸菌の発酵後のpH

4 要 約

多種類の乳酸菌により通常のビールの麦汁濃度に対して低濃度及び高濃度に調製

した麦汁を発酵させたところ、生育と風味に違いが生じた。風味は高濃度麦汁で乳

酸菌 は Z劾 腸ci■■us p F " =… HO K K A I D Oに よる発酵 が良好 であつた。各地 ビール

は良好 に酢酸発酵 が進行 し、各地 ビール の風味 を持つ ビール ビネガー となつた。
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道産フイン由来の新規乳酸菌を用いた赤ワイン醸造試験 (H16-17)

ノロジー科 橋 渡携

吉川修司 田 村吉史

食品バイオ部バイオテク

食品バイオ部発酵食品科

研究の目的と概要

北海道産のブ ドウは、その冷涼な気候により酸味が強いため、道産赤 ワインの醸

造において、ワインの減酸は品質向上のための重要な工程である。減酸方法 として

は、乳酸菌を使つた減酸発酵 (マロラクティック発酵 ;MLF)が 効率よく安全な方法

であるが、道内では、MLF管 理技術が確立 されてお らず、MLFの 進行は自然発酵に

任せている状況にある。そこで、本研究では MLF管 理技術の確立を目指 して、実際

のワイン醸造における新規乳酸菌株の実用化を図 り、北海道産赤ワインの品質をよ

り安定 。向上 させ ることを目的 とする。

これまでの試験研究において、北海道産赤 ワインよりMLFに 関与す る乳酸菌を分

離 し、寒冷地に適応 した減酸能力を有すると考えられる菌株 を選択 した。 さらに、

当該株 を実際の赤 ワインヘ添加 し、その添加効果を確認する試験を、試験規模を変

えて、二回行つた。本年度は、選抜株 を原料ブ ドウの異なる数種のフインに添加 し、

その添加効果を確認するとともに、実用化に向けて、添加菌数を減 らした場合の添加

効果の大きさについて調べた。

【予定 される成果】

・北海道産赤 ワイン醸造におけるマ ロラクティック発酵の工程管理

・北海道産赤 ワインの品質の向上 。安定

試験研究の方法

供試菌株は、池田町ブ ドウ 。ブ ドウ酒研究所により製造 された、2000年 産ツバイ

グル トレーベ種ブ ドウを原料 とした赤 ワイン(00ZW)から分離 し、これまでの添加試

験において添加効果の高かつた株 (Tl株)を用いた。また、比較対照 として、クリス

チャンハンセン社の市販株 (CH株)についても同様の試験を行つた。

供試 ワインは、池田町ブ ドウ 。ブ ドウ酒研究所により2005年 に製造 された、原料

ブ ドウの異なる 5種 類のワイン (清見種 ;SF、清舞種 ;KM、山幸種 ;YS、山ブ ドウ;YF、

ツバイゲル トレーベ種 ;ZW)に ついて試験 した。

冷凍保存株 を解凍 ・復元培養後、昨年度の結果を踏まえて、アル コール、低 pH、

リンゴ酸への馴化を考慮 した前培養 を行つた。前培養で増殖 した菌株を、MLF前 の

実際の赤ワイン 50mlに 、生菌数 2.5×107個/mlに なるように添加 した (昨年度は、

生菌数が 1×108個/mlに なるように添加)。乳酸菌無添加 区(CO)を用意 し、15℃、嫌

気培養 した。培養 日数に応 じて適宜サンプ リングし、生菌数、pH、Lリ ンゴ酸量、

L乳 酸量を測定 し、各試験区の リンゴ酸発酵能を比較検討 した。

―-14-―
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実験結果

清見種ワイン(SF)のLリ ンゴ酸量、

L乳 酸量、生菌数変化を図 1に 示す。

選抜株 (Tl)と市販株 (CH)の MLFの進

行度は同程度であったが、試験開始 1

週間後には生菌数が減少 し始め、1か

月後には停止 してしまった。清舞種

(KM)および山幸種 (YS)も同様の傾向を

示した(図省略)。添力日菌数について、

さらに試験を行 う必要があると考えら

れた。

山ブ ドウ(YF)およびツバイグル トレ

ーベ種 (ZW)の結果を図 2お よび図 3に

示す。 どちらのワインともTl株 、CH

株 ともにほとんどMLFが進行 しなか

つた。その原因として、YFは ワイン

の pHが 低いため、菌株添加直後から、

生菌数が急激に減少 したことが原因と

考えられた。今後選抜株より耐酸性の

ある株を検索するとともに、添加菌数

についてもさらに調べる必要がある。

ZWに ついては、昨年度 1×108個/ml

添加で、MLFが 終了したことから、添

加菌数に関する検討をさらに加える必

要がある。また、生菌数の低下が少な

かつたにもかかわらず、MLFが進行 し

なかつたことから、ZWワイン中にMLF

反応系に影響を及ぼす因子が存在する

― ∞・ ―◆― Tl・ ―o一 酬■ -00L

― Tl■ ―A― 釧―L―■― Tl→ ―■― 側―C
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図1 清 見種ワイン(SF)のL―リンゴ酸量、
L―乳酸量および生菌数変化
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図3 ツ パイゲル トレーペ種 ワイ ン (Zりの
レ リンゴ酸量、レ乳酸量および生菌数変化

ことが示唆 された。
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要約

道産ワイン分離株 (Tl株)と市販株 (CH株)を 5種 類の道産赤ワインに添加 して、その

添加効果について調べた。実用化を踏まえて、添加菌数を減らして試験を行つたところ、

SF、KM、YSで は試験 開始後 1か 月で MLFが 停止 し、YF、ZWで は MLFが 進行 しなかつた。

添加 菌数 について さらに検討 を加 える必要がある とともに、YFに ついては、分離株以上

に耐酸性 を持つ菌株 を検 索す る必要がある と考 え られた。ZWに 関 しては、 ワイ ン中に

存在するMLF反応に影響を与える因子の究明が必要であることが示唆された。
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1-3 重 点領域特別研究

道 産食 材 の機 能 性 を活 か した新 規加 工食 品 の 開発   α 16～17)

一フコイダンを含有 した機能性飲料の開発―

食品開発部水産食品科 錦 織孝史

企画調整部技術支援課 田 中彰

食品開発部 田 中 常雄

研究の目的と概要

道産海藻のガゴメに含まれ るフコイダン (多糖類の一種)は 、原料の保存、乾

燥、凍結、解凍、酸処理、加熱処理等で低分子化等の構造変化が懸念 される。この

ため、処理工程の諸条件 によるフコイダンの構造変化を分析するとともに、培養細

胞 による試験管 レベルの評価系で機能性変化 (抗腫瘍機能)を 把握 し、機能性 を保

持、あるいは高めるために必要な処理条件の把握 とその製造技術を開発 した。

【予定 される成果】

。北海道産海藻を利用 した高付加価値製品開発の促進

試験研究の方法

乾燥ガゴメ試料から抽出時の pHを 1～6と した粗精製フコイダンと抽出時の pH

を 3と しCPC(セ チル ピリジニウムクロライ ド)処 理で精製 した精製フコイダンを調

製 した(SIGMA社製 フコイダンを対照試料 とした)。各試料の構成糖量、ウロン酸量、

硫酸基含量を測定 した。また、pH6で 抽出した粗精製フコイダンを pH7、50～100℃

で 0～6時 間加熱 した試料溶液を調製 した。各試料を終濃度 50μ g/mlでヒ ト胃ガン

(腺ガン)由 来細胞 MKN 45に添加 し、ガン細胞の生存率を胃ガン細胞に対す る抗腫

瘍活′畦として沢1定した。

実験結果

pHl～6で 抽出した粗精製フコイダンは、フコースを 13.9～19.3mg/100mg、マン

ニ トールを 1.4～2.2mg/100mg、ウロン酸 2.5～9 6mg/100mg含み、マンニ トール とウ

ロン酸は抽出 pHの 上昇に従つて増加する傾向を示 した (表1)。胃ガン細胞 (MKN 45)

に対する抗腫瘍活性は、pH5、pH6抽 出の粗精製フコイダンが強い抗腫瘍活性 を示 し、

胃ガン細胞の生存率はそれぞれ 22%、26%で、粗精製フコイダンでは抽出 pHが 高くな

るほどその活性が強くなる傾向を示 した。SIGMA製 フコイダン、精製フコイダンの抗

腫瘍活性は弱 く、各試料を添加 した胃ガン細胞の生存率は 87%、70%であつた (図 1)。

pH6で抽出 した粗精製フコイダンを pH7、50～100℃で 0～6時 間加熱 した試料溶液の

抗腫瘍活性は 50℃、6時 間の加熱では抗腫瘍活性に変化は見 られなかつたが、加熱

温度の上昇 と時間の増加 と従つて抗腫瘍活性は低下 し、100℃、6時 間の加熱では抗

腫瘍活性が認められなかつた (図2)。
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表 1各 試料の成分分析

試  料 水分(%)灰分(%) 構 成 糖 ( mノ1 0 0 m g  S a m p峰) ウロン酸  硫 酸基

フコース マンニトール グルコース フルクトース 合 計 100mg) (%)

pHl抽出粗精製フコイダン

pH2抽出粗精製フコイダン

pH3抽出粗精製フコイダン

pH4抽出粗精製フコイダン
pH5抽出粗精製フコイダン
pH6抽出粗精製フコイダン
精製フコイダン

48

45

40

43

43

42

260

1 7 1

1 3 9

1 9 3

1 7 3

1 4 7

1 5 9

2 7 6

1 4

1 5

1 6

2 1

2 2

2 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

1 8 5

1 5 4

209

1 9 4

1 7 0

1 7 9

2 7 6

2 1 1

252

277

214

188

266

341

SIGMA製フコイダン

pHl抽出粗精製フコイダン

pH2抽出粗精製フコイダン

pH3抽出粗精製フコイダン

pH4抽出粗精製フコイダン

pH5抽出粗精製フコイダン

pH6抽出粗精製フコイダン

精製フコイダン

0    20    40    60    80   100   120

生存率(% )

図 1抽 出 pHと精製度の異なる試料の抗腫瘍活性

加熱時間(h)

図 2中 性加熱試料の抗腫瘍活性

4  要 約

ガゴメを原料としたフコイダンの製造では、酸性条件下の加熱処理が抗腫瘍活性

に影響を与える可能性が示唆された。このため、その機能性を利用した食品素材の

製造には製造条件を十分吟味する必要があると考えられた。

(重点領域特別研究)

共同研究機関 :共成製薬 (株)、北海道大学大学院農学研究科

120
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道産食材の機能性 を活か した新規加工食品の開発
―プロピオン酸菌を利用した乳製品の開発―

食品開発部畜産食品科

応用技術部機能開発科

食品開発部

研究の目的と概要

北海道では乳製品加工が盛んで各種発酵乳製品が製造されている。しかしながら、

道内中小企業でヨーグル ト、チーズ製造に使用されるスターター (乳酸菌など乳を

発酵させるための種菌)は 欧州などからの輸入品に依存しているため、北海道地域

に根ざした乳業用スターター開発の要望や相談が道内の企業から寄せられている。

プロピオン酸菌はチーズのスターターなどに利用される有用微生物のひとつであ

り、整腸機能、ビフィズス菌増殖促進機能などの保健機能が期待されている。

当センターでは道内の乳素材に由来するプロピオン酸菌など有用微生物を分離、

これを利用した乳製品の開発を検討 し、これまでに (発酵乳の試作を行なつた。今

回、分離菌を用いたガスホール形成型ナチュラルチーズの製造を検討した。

【予定される成果】

。 北海道産乳を利用した高付加価値製品開発の促進

試験研究の方法

試作のプロピオン酸菌発酵チーズは図 1に示す工程で製造し、2kgサ イズに成型し

た。スターターには分離した ゅ 力′θιarrυ″ および市販の乳酸菌 ιπ"ろ′θゴ〃“

カノ“"νsを使用し、脱脂乳培地中 35℃で培養後、それぞれ 005%、 1%添 加 した。

加塩は圧搾前にチーズカー ドをミリングして加塩する乾塩法と、圧搾後に飽和食塩

水でカロ塩するブライン法 との二方法で行なつた。熟成はチーズを加塩、乾燥後、一

次熟成 25℃、2～3週 間、二次熟成 5℃、6ヶ 月の二段階で行なつた。対照として中

温性の混合乳酸菌を使用した半硬質系乳酸発酵チーズを常法に従い製造した。

チーズ香気成分は SPMEフ ァイバーcarbOxen/PDMSを 用いて香気成分を捕集後

GC‐MSで 分析 した。

実験結果

一次熟成時、ガスホール形成に伴 うチーズの膨張は真空包装を施したリン ドレス

タイプで 1週 間目に、無包装のリンデットタイプで 2週 間目に認められた。分離の

プロピオン酸菌は嫌気状態での発育が顕著であるため、チーズ内部が嫌気状態にな

るリン ドレスタイプでガスホール形成が早まったと考えられる。また、加塩方法に

よる影響については、乾塩法ではチーズ全体に細かいガスホールが形成されたが、

(H16～17)

川上 誠

渡邊 治

田中常雄
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ブライン法ではチーズ中心部にガスホールが集中して形成された。乾塩法では熟成

期間を通 して塩分濃度が均一であるのに対 し、ブライン法ではチーズ内部に塩分濃

度の勾配が発生し、高塩濃度であるチーズ周辺部でプロピオン酸菌の発育が阻止さ

れたためと推察される。このようにプロピオン酸菌チーズのガスホール形成はチー

ズ内部の嫌気度、製造方法に影響されることが明らかになつた。

熟成 6ヶ 月日でのチーズ香気成分分析クロマ トグラムを図 2に 示す。プロピオン

酸菌発酵チーズは対照の乳酸菌発酵チーズと全く異なる香気成分パターンを示 した。

また、官能検査の結果も乳酸発酵チーズに比べ穏やかなフレーバーで、独特のナッ

ツ様フレーバーを示した。

熟成期間を通して、プロピォン酸菌チーズは乳酸菌発酵チーズに比べ水溶性窒素

量、遊離アミノ酸量などが低 く、熟成が遅延する傾向が認められた。これは使用し

たスターターのタンパク質分解能力に起因するものと考えられ、熟成促進にはタン

パク質分解能の高い乳酸菌スターターなどの併用が有効であることが示唆された。

乳酸菌発酵チーズ

65℃ 、 30分

35℃ 二ょ轟_慮____t‐・……‐一
スターター

レンネット添カロ
|     プ

ロピオン酸薗発酵チーズ

藤嘱_____5mm間 隔

切断後 5分 静置
30分 間撹拌

40分 間で 55℃まで加温
p H64ま で撹拌

0 2kgたm2

図 1 試 作チーズの製造工程

4要  約

分析条件(SPME)
サンプル条件
■bericarbOxen/PDMS  捕 集 :室温、10分

GC条 件

試料導入 :250℃

カラム   :TC WAX,30m X 032mm ID.l125μ m llm
40℃ 230℃ (3℃/分)昇温

MS条 件

イオン化法 :EI

イオン化電圧70ev

イオン化温度 :120℃

図 2 試 作チーズの香気成分パターン

昨年度までに北海道産の乳素材 より乳製品に利用可能なプロピオン酸菌を分離 し、

これを用いた乳製品の試作を行なつた。分離プロピオン酸菌を用いた発酵乳は酸味が

穏やかなマイル ドな試作品となつた(昨年度)。また、プロピオン酸菌発酵チーズは従来

の乳酸菌発酵チーズとくらべ、特徴的なフレーバー とガスホールを形成する特徴的な

試作品となつた。

(重点領域特別研究)

(有)十勝 しんむら牧場、北海道大学大学院農学研究科共同研究機関
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ラク トバチルスプランタラム HOKKAIDO株を用いた機能`陛豆乳 ヨーグル トの

製 品化

食品バイオ部バイオテク

(H17)

ノロジー科 中 川良二 人 十川大輔

食品開発部水産食品科 能 登裕子

応用技術部 熊 林義晃

研究の目的と概要

我 々 は これ ま での研 究 で ラ ク トバ チル ス プ ラン タラム HOK K A I D O ( H O K K A I D O株)

と名 付 け た 乳 酸 菌 を利 用 して ヨー グル ト様 の発 酵 豆 乳 を試 作 した。 ま た 、

HOKKAIDO株 が生きたまま腸 に到達 し整腸作用 な どの機能性 を示す こと、さらに、

本発酵豆乳 が ビフィズス菌の増殖効果 を持つ可能性 を示 した。本研 究では豆乳

ヨー グル トを試作販売 して商品 として定着 させ るための問題点 を明 らかに し、

優れた製品 とす るための技術開発 を行 った。

【予定 され る成果】

HOKKAIDO株 お よび道産大豆を使 った新たな高機能性食 品 としての豆乳 ヨー グ

ル トの製品化

試験研究の方法

発酵豆乳の試験販売 ;イ ンターネ ッ トによる調査や消費者ニーズなどを検討 し、

発酵条件等を変えて豆乳 ヨーグル トの試験販売を行つた。

発酵豆乳の ヒ ト摂取試験 ;試 験の趣 旨を理解 し、試験へ の参加 を承諾 した健

康 な成人 を被験者 として当セ ンターの倫理委員会の承認 を得て実施 した。被験

者 には試験販売用に製造 した発酵豆乳 80g/日を第一 グループでは 9日 間、第 2

グループでは 14日 間、1日 1回 食 して もらい、摂取前か ら摂取後 まで約 4週 間

にわたって糞便 に関す るアンケー トお よび週 に 1度 の糞便提供 をお願 い した。

提供 を受けた糞便試料 は Lactobacilli MRS寒 天培地 (以下、MRSと 略す)お よ

び TOSプ ロピオン酸寒天培地 (以下、TOSと 略す)を 用いて培養 した。

発酵豆乳の抗酸化活性 ;発酵豆乳の凍結乾燥粉末を調製 し、これを用いて β
―カロ

テン退色法、ロダン鉄法によリカ 万`rθでの抗酸化活性を測定 した。また、ラッ ト

のアル コール性 胃粘膜障害を指標 とした カ ガた での抗酸化活性を測定 した

実験結果

発酵豆乳の試験販売 ;イ ンターネ ッ トによる調査や消費者 ニーズなどを基に、

HOKKAIDO株、道産大豆、他の材料 も植物原料のみを使い、発酵豆乳 とい う商品名で

プ レーンタイプと熟成タイプの 2種 類を試験販売 した (図1)。
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発酵豆乳の ヒ ト摂取試験 ;被 験者 は20代か ら80代の男女合 わせて17名で、第

一 グループは10名、第ニ グループは7名であつた。MRSでの培養 の結果か ら、発

酵豆乳摂取前の乳酸菌数 には1.8×106から2.1×109 c f u / gと個人差が大 きかつた

が、摂取後 には1.5×107から2.8×109 c f u / gとな り、個人差が狭まった。しか し、

その後 は減少 し、測定の最終 日には8.0×105から1.1×109 c f u / gとな り摂取前 よ

りも幾分少 な くなつた。また、 ビフィズス菌数 は1.9×108から1.9×101 0 c f u / gで

あつたが、摂取後 には1.9×109から4.4×101 0 c f u / gとなつた。最終的には2.1×

108から2.8×101 0 c f u / gとな り、摂取前 とほぼ同数 にまで減少 した (図2)。以上

の結果か ら、発酵豆乳の摂取 によって乳酸菌数 または ビフィズス菌数 が少 ない

被験者 に対 して平均的な菌数 にまで高める効果 のあることが示唆 された。 しか

しなが ら、その効果 は恒常的な ものではな く、菌数 の維持 には発酵豆乳の摂取

を続 ける必要があろ うと考 え られた。

(A)

=

図 発 酵豆乳摂取によるヒ ト糞便中のビフィズス菌数の変化  ( A )が 第一グループ、( B )が第ニグループ

発酵豆乳の抗酸化活性 ;発酵豆乳は β
―カロテンおよびロダン鉄法によリリノール

酸の自動酸化をそれぞれ 18.4%、 66.9&抑 制 した。また、ラッ トに 200mg/kgBW.の

発酵豆乳を投与 したとき胃粘膜障害を 51.7%抑 制 した。 これ らの結果から発酵豆乳

の摂取による生体内での抗酸化作用が期待 された。

4 要 約

道産大豆 と植物原料のみか らなる発酵豆乳 を試作販売 し、 さらに、その機能

性 として ヒ ト摂取試験お よび抗酸化活性試験 を行 つた。 ヒ ト摂取試験 か ら乳酸

菌数 とビフィズス菌数では正常化す る効果が示 され、抗酸化活性試験か らは高

い抗酸化力 を有す る可能性 が示唆 された。

(共同研究機 関 :酪農学園大学、 (株)豆 太)

図 試 験販売 した発酵豆乳 左 がプレーンタイプ、右が熟成タイプ
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風味 と機能性に優れた水産発酵調味料 とそれを活用 した水産加工品の開発

食品バイオ部発酵食品科

企画調整部技術支援課

(H16-H17)

吉川修司 食 品開発部水産食品科 錦 織孝史

田中 彰  食 品開発部農産食品科 太 田智樹

研究の目的と概要

近年、新たな調味料として魚醤油の需要が増大しているが、従来品は魚臭さが強

いために用途が限定されている。そこで、当センターではH14、15年度に課題の解

決に取り組み、耐塩性の乳酸菌および酵母による発酵技術を活用し、魚臭さが無く、

風味が豊かな調味料を開発 し特許出願に至つた。本研究では開発 した技術の実用化

に必要な技術開発および商品化を目的とする。前年度は発酵温度が色調や風味など

の品質や微生物叢に与える影響の把握を行つたので、本年度は原料部位別および麹

とスターターの添加の有無別の遊離アミノ酸量、DPPHラジカル消去活性を調べた。

【予定される成果】

。高品質化 した水産発酵調味料の開発 と実用化

・風味を最大限に活かした加工品および加工調味料の開発

試験研究の方法

原料のシロサケは日高産の Cブ ナを用いた。大麦麹、耐塩性の乳酸菌および酵

母は (株)ビ オックより入手したものを用いた。

細切 したシロサケをチョッパーによリミンチ状にし、原料の 20%重 量の塩、お

よび麹を加えてよく混合 してモロミとした。モロミを35℃ で 12週開発酵 した後、

遠心分離して得た液体を 85℃ 30分加熱後、1%量 のセライ トを加えてよく撹拌 し、

放冷後、吸引濾過 して試作品を得た。なお、麹およびスターターの添加の有無別の

試験では、スターターと麹を添加 しないもの (無添加区)、麹のみを加えたもの (麹

のみ区)、麹とスターターを添加 したもの (3種 類のスターターを組み合わせを変

えて添加 した 7区 )の 計 9区 を設定した。

遊離アミノ酸組成は試料にエタノールを加えて除タンパク後減圧乾燥 し、002N

塩酸に溶解 したものを試料として全自動アミノ酸分析計で測定した。

DPPHラ ジカル消去活性は宮下らの方法 (日水誌 ;65巻 p488)に従って行つた。

実験結果

原料部位別の調味料の遊離ア ミ

用いると最 も高 くなつた。また、

で遊離ア ミノ酸量が高まったが、

ノ酸量は、頭部を原料にすると最 も低 く、内部を

内臓および内部を用いると、頭部に比べて短期間

内臓 を用いた試験区ではあま り増えず、肉部では
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発酵期間が長 くなるにつれて増加 した。これらの結果は原料部位の溶解性 (プロテ

アーゼの効きやすさ)お よびタンパク質含有量の差を反映したものと考えられた。

グル タ ミン酸やアスパ

ラギン酸な ど うま味を

有す るア ミノ酸 は内部

に多 く、甘味 を有す る

グ リシンとア ラニンの

量 は部位別の差はほ と

ん ど見 られなかつたが、

内臓 、お よび内部では

アラニンの比率が多 く、

頭部ではほぼ同比率で

あつた。 タウリンは内

臓お よび頭部 に多 く含

まれていた。

スター ター と麹の添

加別 ではスター ター を

加 えた全ての試験 区で

遊離ア ミノ酸量が、麹

50       60       70       80

発酵日数 日)

9 0  の みを使用 した試験 区

お よび無添加 区を上回

区12 ス ターターと麹の添加別の水産発酵調味料中の遊離アミノ酸量   つ た 。

原料部位別のDPPHラジカル消去活′性の強 さは、内臓、内部、頭部の順で、スター

ター と麹の有無別では麹のみ使用区、麹 とスターター添力日区、無添力日区の順で、色

調の濃 さ (OD"。)と 同一の傾向を示 した。

4 要   約

シロサケを原料 とした水産発酵調味料を原料部位およびスターター と麹の添加有

無別に調製 し、遊離ア ミノ酸量および組成、DPPHラジカル消去活性 を調べた。遊離

ア ミノ酸量は肉部を用いると最 も高 くな り、スターターの添加により加 えた試験区

全てにおいて、遊離ア ミノ酸量が、麹のみ区および無添加 区を上回つた。

DPPHラジカル消去活性の強 さは原料部位では内臓が、スターター と麹の有無別で

は麹のみ使用区が最 も高 く、色調の濃 さと同一の傾向を示 した。

(重点領域特別研究)

共同研究機関 釧 路水産試験場 。北海道大学大学院水産科学研究科 。(株)マ ルデン
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図 1 原 料部位別の水産発酵調味料中の遊離アミノ酸量
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1-4 民 間等共同研究

におい識別装置 を用いたパ ンの香気評価 に関す る研 究   (H17)

応用技術部プロセス開発科 奥 村幸広 清 水英樹

1 研 究の目的と概要

最近は、消費者嗜好の多様化に伴い、香 りや食感の異なる多種多様のパ

ンが製造 されている。パンの香 りの起源は主に、原料 。発酵 ・焼成の三つ

であると言われてお り、特に発酵 ・焼成過程において生成 される香気成分

が、パンの香 りとして重要 と考えられている。パンの香 りの特性は、主に

官能試験によつて評価 されているが、(1)一度に評価できる試料数が少ない、

(2)官能評価の結果を客観的に表現することが難 しい、などの課題が指摘 さ

れている。

本研究では、従来の香 り分析手法 とは異なる評価原理を持つ 「におい識

別装置」を利用 して、パンの香 り特性の評価を試みた。

【予定される成果】

。パン酵母開発における香 りの特性評価の効率化

2 試 験研究の方法

(1)におい識別装置 : 香 気成分に対して反応性の異なる6種 類のセンサと、香

気成分捕集管を有した 「FF-1」(島津製作所)を使用 した。同一サンプルに対 し

て、表 1に示した 4種 類の測定条件を適用した。

(2)供試試料 : 2cm厚 の角食パンより中心部 4cm四 方の切片を調製 した。切片

を無臭バックに入れ、2Lの 窒素ガスを加えて一晩静置 し、におい測定用ヘッド

スペースガス(Hsv)を調製した。測定に供 したパンには、市販品 6点 のほか、

日本甜菜製糖(株)総合研究所にて試験用に調製 したもの(パン酵母のみを変えた

3点 )を用いた。

表 1 に おい識別装置の測定条件(主要な条件のみ抜粋)

サンプリング ドライパージ  加 熱追出

(a)【全香気】    40℃  6秒

(b)【トップノート*1】40℃ 6秒

(c)【エタノール除去】65℃ 6秒

(d)【ラストノート*2】40℃ 6秒

409C 90オ 少      2209C

40℃ 90秒     100℃

659C 90牙 少      220℃

100℃ 90秒    220℃

*1【トップノー ト】・・。最初に感じる軽いにおい

*2【ラストノー ト】・・・後から感じる重いにおい

実験結果

パ ンの香 りは、エ タノール濃度 が非常に高い ことが知 られてい る。そ こ

で、事前 に試薬エ タノール か ら調製 した標準 HSVを 用いて、濃度 と出力 の

関係 を確認 し、セ ンサの有効 出力範囲を決定 した。続 いて市販 パ ンよ り調

製 した HSVの 沢1定を行 つた ところ、この有効範囲を超 えた出力 を示 した。

す なわち、パ ン HSVは エタノール が過乗」な状態 と考え られ、200倍 程度 の
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希釈 によつて有効 な測定が可能 とな ることが明 らか となつた。

次 に、市販パ ン(4社 、6点 )および試験調製パ ン(3種類 の酵母 を使用 した

もの)より得 られた HSV( 2 0 0倍 希釈)について、表 1に 示 した 4条 件 で測定

を行 い、 クラス ター
分析 によつて香 りの類似性 の評価 を検討 した。 その結

果 、市販パ ンは、メーカー ごとにクラスター を形成す る傾 向が強 く、また、

酵母 のみ を変 えた試験用パ ン同士 も隣接 したクラス ター を形成す る傾 向に

あることか ら、パ ンの香 りは、原料組成や製法 な どの要素 に大 き く起因す

ることが示唆 された。

測定条件 ご との香 りの クラス ター を比較す ると、(a)および(b)と、(C)およ

び(d)では樹状図が大 き く異 なつていた。 これ は(a), ( b )ではエ タノール の影

響がほぼ支配的であ り、(c), ( d )ではエ タノール以外の香 りが評価 されてい る

こ とを示 してい る。 このよ うに、複数 の測定結果 と官能評価 とを関連付 け

ることで、従来 よ りも簡便 なパ ンの香 り評価 が可能になる と考 え られ る。

(a)【全香気】 (b)【トップノー ト】

(c)【エタノール除去】 (d)【ラストノー ト】

図 1 パ ンHSV中の香りのクラスター分析による樹状図

枝の長さは香りの類似性を示し、枝が短いほど香りが類似している

従来まで、高エタノール HSVの 測定には、専用の捕集管が必要であつたが、

HSVの 適切な希釈 と測定条件の選択によつて、高エタノール HSVか らエタノ
ールの影響を排除することが可能であつた。パンの香 りはエタノールを含む【ト

ップノー ト】とエタノール以外の 【ラス トノー ト】で評価結果が大きく異なつ

たことから、本試験による評価法と官能評価を関連付けることによつて、官能

評価の負担を軽減 させる簡便なスクリーニング手法として利用できる可能性が

示唆された。

(共同研究機関 :日本甜菜製糖株式会社)
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抗 菌機 能 を有す るホ タテ貝殻 を活用 した製 品開発    (H17)

応用技術部機能開発科 柿 本雅史 濱 岡直裕 プ ロセス開発科 清 水英樹

研究の目的と概要

北海道内では、年間 20万 トン以上のホタテ貝殻が食品加工の副産物 として発生

している。 し かし、貝殻の半分近くは未利用な資源であつたため、これらに付力日価

値を与え、有効な資源 として活用することが課題であつた。当センターでは、焼成

したホタテ貝殻カルシウムの抗菌機能に着 目し、食品を汚染する細菌やカビ 。酵母

に対する抗菌効果の定量化を行 うとともに、野菜などの食材殺菌に使用した際の殺

菌効果を明らかにしてきた。本研究では焼成 したホタテ貝殻カルシウムの抗菌機能

に関する蓄積技術を基に、ホタテ貝殻を活用した抗菌プラスチックの開発について

検討 した。

【予定される成果】

・ホタテ貝殻カルシウムを用いた抗菌プラスチック加工品の開発が可能となる。

・ホタテ貝殻の新規用途開発が図られ、有効な資源 としての活用が可能となる。

試験研究の方法

1)抗 菌プラスチック試料の作製

ホタテ貝殻を高温で焼成 し、微粉末化 したホタテ貝殻カルシウム製斉J(北 海道共

同石灰製シェルライム HT、 以下ホタテ Ca)を ポリプロピレン樹脂に 1%～ 50%

添加後、混練 し成型 した (50± 2mm角 、厚さ2mm)。

2)抗 菌効果の評価方法

抗菌プラスチック試料 (以下試験片)の 抗菌効果の評価は、「抗菌カロエ製品一抗

菌性能試験方法 。抗菌効果 ЛS Z2801:2000」に準拠 した。供試菌株には、勇“erichia

θ″ blBRC 3972を用い、前培養 した供試菌を 1/500普通ブイヨン培地にて希釈、分

散させ 105～106cFU/1nlに調整 し菌液とした。滅菌シャーレに試験片を入れ、試験

片上に菌液を 0 4ml接種 し、40± 2mmの フィルムにて覆い菌液を試験片に均一に

接触させ 24時 間 30℃ にて培養 した後、回収 した菌液の生菌数を測定し抗菌効果の

有無を評価 した。

実験結果

接種直後で 104 cFU/mlであった回収菌液の生菌数は、24時 間培養後にはホタテ Ca

の無添加 (無加工試験片)お よび 1%添加試験片の場合では 106cFU/ml、5%お よび 10%

添カロ試験片の場合では 105cFU価1まで増カロした (図1)。一方、20%お よび 30%添加

試験片場合では生菌数は 104cFU/mlであり、生菌数に変化は認められず静菌的な効
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果が示され、40%添加では 103cFU/ml、50%添加では検出限界以下まで生菌数が減少

し、殺菌的な効果が示された。

― 嘩(0/0

接種直後 と24時 間後の回収菌液の生菌数図 1

ЛS Z280 1 : 2 0 0 0におい

て抗菌効果 は、抗菌活

性値 (無加 工試 験片 の

生菌数 の対数 ―抗菌加

工試験片の生菌数 の対

数)が 20以 上になるこ

とと定義 されている。

図 2 ホ タテ貝殻カルシウムの添加率と抗菌活性値

各試験片の抗菌活性値 とホタテ Caの 添加率との間には正の相関が認められ

(図2)、抗菌活性値が 20以 上となり、抗菌効果を有すると判定されるためには、

ホタテ Caを 20%以上添加する必要があることが明らかになつた。

4 要  約

ポリエチレン樹脂に焼成したホタテ貝殻カルシウム製剤を混練 した抗菌プラスチ

ックを開発 した。当該抗菌プラスチックが抗菌効果を発揮するためには、ホタテ貝

殻カルシウム製斉Jを20%以上添加する必要があつた。

(民間共同研究、共同研究機関 :北海道共同石灰 (株)

協力機関 :工業試験場材料技術部)
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アロニアを用いたブランデー ・リキュールの開発 (H17)

食品バイオ部発酵食品科 田 村吉史 吉 川修司

食品バイオ部バイオテクノロジー科 橋 渡 携

研究の目的と概要

大滝村では、平成 13年 度に村 としてアロニアを奨励作物に指定 して産地化を図

つてお り、その加工利用方法の確立が必要 となつている。当センターでは、平成 10

～ 12年度に農林水産省の受託研究 として 「アロニアの食品加工利用に関する研究」

を、平成 14年 度 には大滝村 との共同研究で 「アロニアを用いた新規食品の開発」

を行い、アロニア搾汁残澄か らの食酢製造を検討 している。 さらに平成 16年 には

当センターの研究発表会において 「搾汁残査を利用 したアロニアパンの製造」につ

いて研究発表を行つている。平成 16年 度には大滝村 と 「アロニアを用いた果実酒

などの加工食品の開発」を検討 し幅広い用途へ利用可能であることが示唆 された。

本共同研究ではさらにアロニアを利用 した食品 として蒸留酒及び リキュール を開発

する。シソ焼酎のようにアロニアの風味をほのかに持つブランデー と、アロニアの

色 と香 りそ して機能性 を生か した リキュール とした。

【予想 される成果】

。アロニアを用いたブランデー ・リキュールの商品化
・アロニア加工品の多様化

試験研究の方法

アロニア果実酒の果実は、凍結保存果実を解凍 し、チ ョッパーによる破砕 を行つ

たものを使用 した。ブランデーの糖源 としてナツメヤシの濃縮液 (デーツ)を 用い

た。ブランデーはデーツを希釈 して Brix30と した原液を作成 し、ここへ 0～ 20%

のアロニアを添力日しワイン用酵母を用いて 20℃ でアル コール発酵を行つた。発酵

終了後 2重 のガーゼによりろ過 し、ろ液を蒸留 した。蒸留は加熱温度 120℃ で常圧

により行った。 リ キュールは、アル コールベース及び清酒ベースによる試作を行つ

た。アル コール濃度によるポ リフェノール抽出速度の検討には、アル コール濃度 20

～ 100%で アロニアと等量混合 し 20℃ で抽出を行った。ポ リフェノールの測定は

フォー リンデニス法により行つた。

実験結果

アロニアブランデーの蒸留前のもろみ発酵液のアル コール量の変化を図 1に 示 し

た。アル コール発酵ではデーツのみではアル コールの生成が遅 く、アロニアの混合

量が増加すると発酵が活発 となつた。アロニアが混合 されることにより栄養成分が

増加 し発酵が旺盛になつたもの と考えられ る。 もろみのアル コール濃度 は 15%程

度になるように糖量を調整 したが、いずれの試験区も予定よりも低いアル コール濃

度になつた。各もろみは常圧で蒸留を行い 4Lか ら 600mlを 回収 した。回収 した蒸

留液はアル コール分 40%に 加水調製 し、 1週 間冷蔵庫で保存 した後、ケイ ソウ土
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ろ過を行いアロニアブランデー とした。アロニアは香 りの強い果実ではないため、

紫蘇などと比較すると特徴は弱いもの となつた。

アロニア リキュールでは、アル コールベースと清酒ベースの 2種 類を作成 した。

アル コール濃度 とポ リフェノール抽出量の変化を図 2に 示 した。抽出はアル コール

濃度が高いほど早 く、100%で は 3日 間、80%で は 10日間で最大量に達するが、60%

以下では 13日 間でも最大量に達することはなく、20%で は半分程度のであった。

リキュール作成に於いては、高濃度アルコールで短期間に抽出を行いその後希釈す

る方法が効率的である。そこでアル コールベースでは、醸造用アル コール として入

手できる 60%ア ル コールを用いて最終的に 5～ 20%に なるよ うにホールのアロニ

ア果実を加 え、2週 間抽出 した後アル コール分 20%と なるように加水 し、 しょ糖を

10%混合 してさらに 2週 間抽出を行つた。清酒ベースでは清酒に 5～ 20%の ホール

のアロニア果実を加 え、2週 間抽出 した後、 しよ糖を 10%混合 してさらに 2週 間抽

出を行つた。両抽出液は果実を取 り除きケイ ソウ土ろ過を行い、再び果実を戻 して

アロニア リキュール とした。アル コールベースでは赤フインに近い色 とな り、清酒

ベースではロゼ ワインに近い色 となつた。 どちらも果実の香 りがよくでていた。

14
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提8
T 6

ミ 4
2

0

20     25     30

発酵日数(日)

評_ .は ■ は 理 ニ ユ ニ 登 量 夏

図 1 ア ロニアブランデーもろみのアル コール濃度変化

全
Ｅ
ｏ
ｏ
一
ヽ
ぃ
Ｅ
漸
咽
ミ
ー
ヽ
Ｈ
い
Ｆ
■

― アロニアーエタノール20
弩幹―アロニアーエタノーJレ40
″ アロニアーエタノール60

アロニアーエタノーリレ80

エタノー

図 2 ア ル コール濃度 とポ リフェノール抽出量の変化

要約

アロニアを用いたブランデー とリキュールを作成 した。ブランデーはデーツをベ

ースに 5～ 20%の アロニアを混合 した。アロニアの香 りをほのかに持つていた。

リキュールはアル コールベース及び清酒ベースの 2種 類を作成 した。両 リキュール

ともアロニアの香 りを持つ風味良好なもの となつた。

- 2 9 -
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タマネギ搾汁液を使ったタマネギ酒の開発 (H17)

食品バイオ部発酵食品科 田 村吉史 吉 川修司

食品バイオ部バイオテクノロジー科 橋 渡 携

研究の目的と概要

北海道のタマネギ生産量は約 70万 トンで、全国生産量の約 60%を 占めている。

近年輸入量の増加により道産タマネギの需要は低迷傾向にあり、産地廃棄の事態も

生じている。このため道産タマネギの有効な利用方法が望まれている。

ltlグリーンズ北見では、加工処理工程においてタマネギから出てくるエキス (タ

マネギ搾汁液)も 回収されている。この搾汁液から北海道立オホーツク圏地域食品

加工技術センターでは、ロゼワインのような色を持つ飲料を試作し、当センターで

はさらにアルコール発酵を行い、ロゼワィン風のタマネギ酒を試作 した。 しかし、

いずれも香 りに難点があることが指摘された。平成 16年 度には香 りをかなり改善

するため加熱方法、乳酸菌種などの検討を進た。本年度の共同研究では、タマネギ

搾汁液からタマネギ酒を作製する工程をさらに検討 し、タマネギ臭さを抑えたタマ

ネギ酒の製造方法を検討 した。

【予想 される成果】
・タマネギの需要拡大

。タマネギ酒の商品化

試験研究の方法

タマネギ搾汁液はグリーンズ北見閉より入手して用いた。通常の搾汁液からオー

トクレーブによる滅菌処理後ろ過 し浮遊物を除去した。また、加熱により2倍 に濃

縮された搾汁液も用いた。両搾汁液に、Z′め腸cillus““六ubsp casei、Z′εゎ腸ci■■us

p腕 ″確“ HOKKAIDO、 Zθゅ “ゎθ“esenld“s、R疱%ω θθ“ ρ"ゎ "“ “ の 4種 類

の乳酸菌によ り乳酸発酵 を行 い、 ワイ ン用酵母 ECl  H 8及 び協会 901号 でアル コー

ル発酵を行った。麹を補糖分として使用したタマネギ酒は、オー トクレーブ処理 し

た後沈殿を除去 した通常搾汁液にアルコール分が 10%程度になるように麹により

補糖 し、乳酸菌による発酵を行い次いでワイン用酵母 ECll18による発酵を行つた。

3 実 験結果 表 1 2倍 濃縮搾汁液による試験区

辮発西和ま降と麟に
亀層舞種堪よる場合 が最 も風 味 が良 か

無し  E C    1 5
③    無 し  901   30
④    無 し  901   15
()      ヘ テ

・
ィォ     EC      30

()      ヘ テ
・
ィォ     EC      15

⑦      ヘ テ
｀
ィオ    901      30

③      へ
°
テ
｀
ィオ    901      15

タマネギ搾汁液は Brixが 2倍 、加熱により

沈殿物が除去 されているため、ろ過の必要

もない。乳酸菌無添加 と乳酸発酵による風

味が良好な2ρ "ゎ鍬ursに よる乳酸発酵後

のアル コール発酵時の試験区を表 1に アル コール濃度の変化を図 1に 示 した。2倍

濃縮搾汁液は発酵は良好であるが、タマネギ風味が強 く飲料 としては通常搾汁液の
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方が良好であつた。

麹による補糖は、表 2に

示す 6試 験区を設定 した。

乳酸菌は 2ρ "機 εθ″ を

用いた。麹の添加量は清酒

の仕込量か ら換算 してグル

コース 100gに相当する量

として lL当 た り 130gを添

加 した。麹の事前糖化処理

を行つた試験区は、60℃ , 図 1 2倍 濃縮搾汁液によるアル コール発酵

5時 間保温 して糖化 させた後、乳酸菌及び酵母の添加を行った。各試験区のアル コ

ール発酵状況を図 2に 示 した。 グル コース添加 区では乳酸発酵を行 うとアル コール

発酵が遅 くな リアル コール濃度 も低 くなるが、麹添加 区では糖化処理の有無に影響

なく良好にアル コール発酵が進行 した。補糖方法 としての麹添加は良好であ リグル

コース添加 と遜色なかつた。 し か しアル コール発酵終了後す ぐに産膜酵母等の発生

が見 られ、アル コール濃度の減少や異臭の発生が起きる。産膜酵母等の発生は高温

による糖化処理によりかな り抑制可能である。麹の使用によリタマネギ臭はほ とん

どなくな り、若干麹臭を感 じるもの となつた。乳酸菌 と麹を用いることでタマネギ

臭のない風味が改善 されたタマネギ酒 となつた。

表 2 麹 使用によるタマネギ酒の試験区
I タ マネギ搾汁液lLクリレコース100g  L A Bなし
Ⅱ  タ マネギ搾汁液lL麹 130g   LABな し
Ⅲ  タ マネギ搾汁液lLグ ルコース100g LAB有 り
Ⅳ  タ マネギ搾汁液lL麹 130g   LAB有 り

60℃、5Hr加熱
60°Cヽ5Hrカロ熱

V  タ マネギ搾,十液lL 麹130g    LABな し
_ Ⅵ   タ マネギ搾汁液lL 麹130g   LAB有 り

図 1 麹 を使用 したタマネギ酒の発酵によるアルコール量の変化

4 要 約

2倍 濃縮搾汁液と麹添加によるタマネギ酒の臭いの低減 と風味の改善を行い、麹を添加

することによリタマネギ臭さが低減されタマネギ酒の飲みやすさが改善された。
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1-5 受 託試験研究

野菜抽 出酵素液 の摂取が ヒ トの腸 内細菌叢 に与 える影響   (H17)

応用技術部 長 島浩二

食品バイオ部バイオテクノロジー科 八 十川大輔

研究の概要と目的

(株)ケ ルプ研究所が製造販売している野菜抽出酵素液 (F&E)は ,葉 菜類,花

菜類,果 菜類,根 菜類,柑 橋類,果 実類,海 藻類などの自然植物を原材料とし長時

間かけて自然発酵させ,人 体に不可欠な必須アミノ酸や,カ ルシウム,マ グネシウ

ムなどのミネラル成分,さ らにビタミン類を豊富に含む植物エキス飲料であり,肝

機能障害改善効果を示唆する臨床データが得られている。また、予備試験において

腸内菌叢におけるビフィズス菌の割合を増加させる効果が認められている。本研究

は、F&E摂 取による腸内細菌叢への影響を調べ、その健康機能性について考察する

ことを目的とする。

【予定される成果】 健康食品の科学的根拠が得られる。

試験研究の方法

被験者 (19か ら24歳 までの男性 17名 、女性 5名 の計 22名 、平均年齢 20.7歳)

に F&Eを 14日 間,一 日当たり100 ml摂取して貰い、摂取前(DO),摂取開始 7日

後(D7),14日後(D14)および摂取中止 21日 後(D35)に採便 した。これらの便サンプル

から、長島らの報告①に従い、ジルコニウムビーズ処理と塩化ベンジル抽出により

DNAを 抽出し、この DNA用 いて PCR‐TRFLP法 により腸内細菌叢の解析を行っ

た。F&Eに よる便宜的分類単位 (OTU、 特定の細菌グループに対応 している。表

1参 照)の 摂取非摂取時での増減の程度は、((D7+D14)/(DO■D35))‐1の式に従つて計

算した。また、試験期間中、体調や便の状態についてのアンケー トを実施 した。ヒ

ト試験はヘルシンキ宣言に則つて実施された。

実験結果

全体で 24の OTUが 検出されたが、T・RFLPプ ロファイルは各被験者によつて

様々であつた。各 OTU量 の非摂取時に対する摂取時の増減割合を算出し、菌叢に

対する F&Eの 影響評価を行つた。表 1に その結果をまとめた。値がプラスでは増

加を、マイナスでは減少を示し、数値は非摂取時に対 しての増減分の割合を示して

いる。F&E摂 取により、蘭fdοb′θ̀θ″υ″属に対応するOTU124は 、50%の 被験者

で 25%以 上の増加を、25%の 被験者で 25%以 上の減少を示した。残 りの被験者では

増減が 25%以 内であった。一方、ヨーグル トあるいはオリゴ糖製品を日常的に摂取

している被験者を除外すると、12人 中 9人 (75%)で OTU124の 25%以 上の増加が

観 られ、この比率は他の OTUの 場合に比べて高い傾向にあつた (表2)。被験者間

での応答の違いは、各人の遺伝的背景や食事内容の違いを反映したものと思われる。
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また、表 1の データから、OTU124と 倒"ιridiυ″ cluster Ⅳに対応する OTU749で

は、その増減は相反傾向にあることが示 された。以上の結果より F&Eの 整腸効果

が期待 されたが、体調 と糞便状態のアンケー ト調査では摂取非摂取時で大きな違い

は認められなかつたことから、効果の実感にはより長期間の摂取が必要 と考えられ

た。(1)Nagashma K et al(2003)/場9ρ′ノ%レ7ンο“瞳 ■oわJο4 69:1251‐1262

各 OTU
細歯

グループ
OTU名    名

名 Ｗ
一　
Ｆ

Ｖ
一　
Ｍ

Ｔ

　

Ｍ

Ｓ
一　
Ｍ

Ｒ

　

Ｍ

Ｑ

　

Ｍ

Ｍ
一　
Ｍ

Ｌ

　

Ｍ

Ｋ
一　
Ｍ

Ｊ

　

Ｍ

Ｉ

　

Ｍ

Ｈ

　

Ｍ

Ｇ
一　
Ｍ

Ｃ

　

Ｍ

Ｂ
一　
Ｍ

Ａ

　

Ｍ性 別

6

9

3

7

4

6

5

7

5

下線 の試料 名は、この被験者 が 日頃ヨーグルトやオリゴ精製 品を摂取していることを

細菌グル プ名
全体 ヨーク

・
ルト、オリコ

・
糖非喫食者  ′ ィ直*

減 変 化なし 土曽   減   変 化なし ひ1°I U124)増

124

469

494

749

Bifidobacteria

Bacteroides

Clostridium I1^

Clostridium 4

9     1     2

0     6     6

4     1     7

2     3     7

1     4     7

2     0     1 0

2     4     6

3     4     5

2     4     6

ll

8

5

8

ll

9

13

13

12

1 0

10

( ) ( ) ( ) 5 2

0255

0071

0024

0082

0074

0132

0074

754     c/● stridium 14a

9 1 9   σ /οs t r i d i u“l l  1 4 a

955     3■ ostridim 14a

990     3■ ostridium 14a

4

増減が、〉025の 場合それぞれを「増」およ 、く025の 場 化なし」とした。
* | isher's exact tcst{:}6"

要約

(株)ケ ルプ研究所製野菜抽出酵素液 (F&E)摂 取の ヒト腸内細菌叢に対する影

響を調べ、その健康機能性について検討 した。その結果、F&E摂 取はビフィズス菌

の割合を増力日させると共に、クラスターⅣに属するクロス トリジウムの割合を減少

させる可能性が示唆 され、その整腸効果が期待できた。

(受託試験研究、委託先 :株式会社ケルプ研究所)

git: Bifidobactaria. Aac: Bacteroidas. Lrc: Lactic ac d bactsria. Ent: Entdrobaatria/es Cl: Clostridiun clust.. No
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微 生物 ・酵素 を利用 したネ ギ類 の高付加価値加 工品の開発 (H16～ 17)

食品バイオ部 槙 賢治

研究の目的と概要

北海道はタマネギの大産地であるが、例年、規格外品が発生し、年によつては価

格調整等のため産地廃棄が行われる。また、加工産業においては天地切 り等による

加工残さが恒常的に発生する。これら未利用タマネギの有効活用を図るため、昨年

度は、酵素処理による食品素材化を試み、フラクトオリゴ糖を富化 した付加価値の

高いタマネギエキスを高収率に製造する技術を開発 した。本年度は、エキス中のタ

マネギ特有の辛さを低減し、用途拡大を図る目的で、食品用活性炭を用いた風味改

善方法を検討するとともに、新たな加工品を試作してエキスの利用法を提案 した。

【予定される成果】タマネギエキスを利用した新規加工品の開発と商品化

試験研究の方法

(1)エ キスの風味改善

食品製造用の粒状活性炭 3種 (クラレケミカル社製)を 供試 し、エキスを活性炭

層に自然流下させ、官能により処理前後の辛さの程度を比較した。

(2)新 規加工食品の試作

エキスを用いてタマネギチップスおよびタマネギゼリーの試作を試みた。また、

酵素処理エキスは可溶性糖類含量が増加 し、微生物による発酵利用性が高まると考

えられたため、麹処理および乳酸発酵について検討した。麹処理は市販の米麹と玄

米麹を用い、エキスに対し20%添 力日して 40℃で 2日 間静置 し、可溶性糖類含量、

アミノ酸含量等を測定 した。また、乳酸発酵については、ιr"み ′こ漁 s.ρ力″″rυ“′

ιπめ腸θゴ〃υs動 ′″″θsνSお よび Z′θιθω“υs.力θ″Sを スターターとしてそれぞれ

107/ml添 加 し、30℃で 7日 間静置 して L―乳酸量等を経 日的に測定した。また、

検討結果を踏まえて麹処理飲料および乳酸発酵飲料を試作した。

実験結果

風味改善については、供試活性炭すべてにおいてエキスの辛さが低減されたが、

その程度は活性炭の種類や重量あたりの処理量により異なり、重量あたりの処理量

が少ないほど辛さの低減効果は大きかつた (表1)。活性炭の選択および重量あたり

の処理量を変えることによリエキスの辛さを任意に調節 し、風味を改変できること

が明らかとなつた。

タマネギチップス、タマネギゼリーは表 2お よび表 3の 配合で試作した。

麹処理については、米麹、玄米麹とも可溶性糖類含量が増加 し、甘味が増大した。

また、アミノ酸の組成、含量が変化するとともに、γ一アミノ酪酸 (Gノ毬A)力 生`
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成 した (図 1)。乳酸発酵については、ιχあわ′θJ〃νs.ρあ″"rν″ でのみ発酵が順調

に進行 し、30℃、5日 間で約 3g/1の 乳酸が生成 して穏やかな酸味が生 じた (図2)。

表1 活 性炭重量あたりのエキス処理量と辛さの程度

活性炭Ⅱ
活性炭Ⅲ

十 + +   ― +     +

+十 +  ―    ―    ―
+    十 +
一    +

注:+の 数は辛さの強さ
対照は無処理の場合

表2タ マネギチップスの配合

小麦粉 で んぷん  砂 糖 転化糖 食 塩 章曹  タ マネギエキス  フ k

配含A

配合B

349

349

6 3

6 3

9 5

9 5

2 5

2 5

0 3

0 3

0 2

0 2

170       230

25.0 150

含
ヽ
Ｊ

劇
籠
ポ

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

８

６

４

２

０

８

６

４

２

翁
ｏ
９

ヽ
こ
唱
伽
饉
ヽ
″
ト

表3タ マネギゼリーの配合

注:イナアガーは伊那食品製ゼリー用寒天
コアントローはフランス製リキュールの1種

発酵前 米麹    玄 米麹

図1麹 処理によるγ―アミノ酪酸(GABA)およ
び関連アミノ酸含量の変化 (40℃、2日間)

0 1 2 3 5 7

発酵 日数

一 L p antarum ttL酸  ― {トーLpantarum pH
― L rhamnOsus 手し酸  ― LrhamnOsus pH

― Llact s ttL酸     ― L actis pH

図2乳 酸発酵における乳酸量およびp Hの 変
化 ( 3 0℃ )

4 要  約

タマネギエキスを食品用の粒状活性炭で処理することにより辛さを低減し風味を

改善できることが明らかとなった。エキスを利用した新規力日工品としてタマネギチ

ップス、タマネギゼリーを試作した。また、麹処理および乳酸発酵について検討 し、

新規飲料を試作 した。(受託研究 :先端技術を活用した農林水産研究高度化事業)

ログルタミン

ログルタミン酸

因γ―アミノ酪酸
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2 技 術普及 ・支援

2-1 食 品加工相談室

食品製造企業等が行 う新製品開発、新技術導入な どの各種技術相談に応 じる窓 口とし

て 「食品加工相談室」を開設 している。

1 相 談内容   食 品加工に関すること

2申 込 み   随 時

3 相 談方法   来 所 (面接)、電話、文書、E Ma i lいずれの方法でも可能

4 相 談窓 口   江 別市文京台緑町 589番 地 4 食 品加工研究センター内

【平成 17年 度実績】

相談件数については、総数 943件 となつており、相談方法別にみると電話が最も多く、

食品製造企業等から気軽に相談が持ち込まれている。また、相談内容については、加工方

法、品質 。評価、微生物、貯蔵 ・保存、機械 ・装置、衛生などの食品加工技術全般にわた

る内容となつており、全道各地から相談が持ち込まれたc

l 相 談件数  総 数  943 件

2 月 別相談状況

3  相 談 内容

400

350

300

⌒ 250

辻
20 0

翌 1 5 0

100

50

0

178

一
嗜鰺鶉□

――
朧蓼翻■

――-43-― ―一―――――――一一
二

14

加工方法  品 質・評価  微 生物   衛 生  貯 蔵・保存 包 装・流通 機 械・装置 廃棄物処理  そ の他

相談内容

月

区 分
4 5 6 7 8 9 1 0 1 1 1 2 1 2 3 合 計

相談件数 101 95 97
一ｂ ′

υ 59 83 90 52 85 58
″
仕 943

面 接 43 30
０
４ 17

９

″ 26
つ
０ 29 10 9 283

電  話 50 60 50 54 58 34 54 44 35 601

文  書 1 0 0 1 0 4 l 0 0 0 0 0 7

E一Mail 7 5 5 7 1 3 6 6 5 2 4 1
０
４

その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
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2-2 食 品工業技術高度化対策支援事業 (現地技術支援)

食品製造企業等が行 う新製品開発等を支援するため、各企業等からの依頼を受けて、研

究員を派遣 し、食品加工技術についての助言や支援を行 う。

1 支  援  地  域   道 内各地

2 対      象   道 内食品製造企業、食品加工研究グループ等

3 申   込   み   随  時

4 支 援依頼の方法  電 話または文書

5 支 援 を行 う者  セ ンター研究職員

6費   用  無 料

【平成 17年 度実績】

全道各地へ研究職員を派遣 し、製品開発、製造技術、保存技術、品質管理等についての

助言や支援を行つた。

1支 援 件 数  194件

2  支 援  日  数  2 0 8日

3 支 庁別指導状況

区  分 指 導 件 数 指 導 日数 区 分 指 導 件 数 指 導 日数

石狩支庁 5 5 5 6 宗谷支庁 1 1

渡島支庁 1 4 網走支庁 0 0

檜山支庁 3 3 胆振支庁 2 1 2 3

後志支庁 1 4 1 5 日高支庁 6 6

空知支庁 1 9 1 9 十勝支庁 1 9 2 3

上川支庁 2 5 2 6 釧路支庁 ″
′ 9

留萌支庁 4 4 根室支庁 9 9

合   計 1 9 4 2 0 8
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2-3 技 術支援事業 (センター内技術支援事業)

食品製造企業等から依頼を受けて、センター内で企業等が抱える製品技術開発等に

関する技術的課題の解決に向けた助言や支援を行 う。

1 支  援  対  象   道 内食品製造企業、食品加工研究グループ等

2 申   込   み   随  時

3 支 援依頼の方法   「 技術支援依頼書Jに より申込み

4 支 援 を行 う者  セ ンター研究職員

5 費     用   無  料

【平成 17年 度実績】

センター内に企業等を受け入れて、助言や支援を行った。

l 支 援件数   2件

2 支 援 日数   5日

2-4 食 品品質管理技術 向上支援事 業

食品製造における品質管理 ・衛生管理技術の向上を図るため、研究職員が希望する

企業等の工場に出向き、品質 。微生物管理等の状況について把握等を行い、改善策を

提案する。

1 対      象   道 内食品製造企業、食品加工研究グループ等

2 内      容   原 材料 ・半製品 。製品等の微生物診断、作業環境診断等

3 実  施  件  数   4件 程度

4 申   込   み   随  時 、電話 ・Eメ ール等で申込み

5 費      用   無  料

【平成 17年 度実績】

企業等の希望に応 じ、品質 ・微生物管理等の状況について把握等を行い、改善策を

提案 した。

実施件数   4件
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2-5 移 動食品加工研究セ ンター

道内各地域で 「移動食品加工研究センター」を開催 し、講習会や個別技術相談、現地技

術支援等を集中的に行 う。

1 開 催内容

(1)研 究成果展示

(2)個 別技術相談

(3)現 地技術支援 他

2 開 催時期等

開催時期、場所、内容等については、各支庁等と協議の上、決定する。

【平成 17年 度実績】

4支 庁管内において、 「移動食品加工研究センターJを 開催 し、研究成果の展示や

技術相談、技術支援などを行つた。

開催支庁 開催地 開催年月 日 参加者数 開 催 内 容

上川支庁 旭川市 17. 7.21 6 5名 研究成果展示

個別技術本目談

現地技術支援

日高支庁 浦河町 17.  9.  5 28名 研究成果展示

個別技術相談

現地技術支援

後志支庁 倶知安町 17.11.29 5 9名 研究成果展示

個別技術相談

現地技術支援

十勝支庁 帯広市 18. 1.19 1 5 2名 研究成果展示

個別技術相談

現地技術支援
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2-6 技 術講習会

食品加工に関する基礎的技術、応用技術、新しい製造技術及び食品の品質 ・衛生管理

等について、外部講師やセンター研究員による講習を行 う。

1 技 術講習会

① 開 催場所  食 品加工研究センター

② 対 象 者  食 品製造企業及び市町村立等食品加工関連施設等の研究者、技術

者等

③ 開 催回数  年 間 2回 (1回 の講習期間は1～ 2日程度)

④ 開 催方式  座 学及び実技講習
2 食 品微生物管理技術講習会

(1)食 品微生物管理技術講習会

① 開 催場所  食 品加工研究センター 2回 、道央圏以外の圏域 1回

② 対 象 者  食 品関連企業の研究者、技術者等

③ 開 催回数  年 間3回 (1回 の講習期間は3日程度)

④ 開 催方式  座 学及び実技講習

(2)食 品品質管理講習会

① 開 催場所  食 品加工研究センター

② 対 象 者  食 品関連企業の研究者、技術者等

③ 開 催回数  年 間 1回 (講習期間は半日程度)

④ 開 催方式  座 学

【平成 17年 度実績】
1 技 術講習会

講 習 会 の 名 称 開催場所 開催年月 日 参袈者 講師名

官能評価技術講習会 当セ ンター 17.11. 2 6 4 テイス トテ クノロ

ジー (有)
代表取締役

平沼 孝 太氏

魚醤油製造技術講習会 当セ ンター 18. 28 6 2 士
口 修 司

2 食 品微生物管理技術講習会

講 習 会 の 名 称 開催場所 開催年月 日 参袈者 講師名

e黒 麟
生物管理技術講習会 当セ ンター 17. 7.12

⌒シ 7.14
1 6 八十川 、 中川

能登、川上、濱岡

′′

(初級)
当セ ンター 17. 9.13

^シ 9.15
1 4 人 |り|、中川

能登、濱岡

′′

(中級 )
当セ ン ター Ｚ

”

1 8 八十川 、中川
能登、橋渡
川上、濱岡

食品品質管理講習会 当セ ンター 18. 2. 16 7 0 (独)農 林水産
消費技術センタ
ー小樽センター

表示指導課長
小倉 章 氏

酪農学園大学
食物流通学科
教授

本多 芳 彦氏
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2-7 技 術研修生の受入れ

食品製造企業等の技術者の資質向上を図るため、随時、研修生を受け入れる。
1 研 修内容  食 品加工に関する技術の修得
2 申 し込み  随  時
3 研 修期間  原 則 として6ヶ 月以内
4 費   用   無  料 (ただし、研修に要する原材料、消耗品等は企業負担)

【平成 17年 度実績】
12企 業 21名 の研修生を当センターに受け入れ、各種食品加工技術の向上を図つた。

＼ 研 修 項 目 研 修 期 間

1 微生物 (細菌、カビ、酵母など)の 取 り扱いに関
する技術の習得

17. 4. 1-17. 8.22

2 微生物DNA抽出法、腸内細菌の分析技術、食品微
生物検査技術の習得

17. 4.25´ ‐や17. 9.

3 食品の栄養成分分析技術の習得
(無機質、ビタミンA、 ビタミンC)

17. 5. 9～ 17. 5.13

17. 5.16-17. 5.20

17. 5.30-17. 6. 3

4 食品の栄養成分分析技術の習得 17. 6.13-17. 6.17

17. 6.20-17. 6.24

5 道産秋鮭 とタコの基礎的加工技術及び品質管理技
術の習得

17. 6.20-17. 6.23

6 ビ タ ミン類の食品分析技術の習得 17. 7. 1-18. 6.30

7
一

般微生物検査技術の習得 17. 6. 6′ ‐V17. 8.23

8 食品成分分析技術、微生物検査技術、カロテノイ
ド色素退色防止法の習得

17. 6. 6-17. 6.30

9 製パン ・製菓加工技術、ジャム加工技術 (冷凍原
料と生原料の相違)、 加熱食肉製品 (ハム、ソー

セージ)の 製造、食品衛生検査技術の取得

17. 9.13-18. 2. 10

10 アル コール発酵技術、酢酸発酵技術、お り下げ技
術の習得

17.10.24-18. 9.30

11 ア ミノ酸の分析 。解析法、におい識別装置の分析
・解析法、

一般生菌数の分析 ・解析法の習得

17. 11. 9´V17.12.16

９

“

一
般成分分析技術の習得 10.18-17. 10.

つ
４

細胞の培養 ・保存方法、乳酸菌のCaco 2細胞への
付着試験の習得

17.11.29´ ‐V18. 3. 3

14 小麦粉に関する各種分析技術の習得 18. 1.25′
‐V18. 2. 10

△

計 21名 (12企 業)
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2-8 試 験測定検査機器及び加工機械の開放

食品製造企業等の研究開発を支援するため、試験測定検査機器や加工機械を開放する。

1 主 な開放機器

(1)試 験 、 沢J定   ク リープメーター、自動ア ミノ酸分析装置、ガスクロマ トグラ

及び検査機器  フ 質量分析計、核磁気共鳴装置、透過型電子顕微鏡、X線 回折

装置、赤外分光分析計、高速液体クロマ トグラフ、粒度分布測定装置、原子吸光

分光光度計 他

(2)力日 工 機 械  低 温除湿乾燥機、 レ トル ト殺菌機、エクス トルーダー、超高圧

処理装置、薄膜真空蒸発装置、膜分離装置、遠赤外線常圧 ・減

常圧乾燥機、マイクロ波減圧乾燥装置、噴霧乾燥機、真空凍結

乾燥機、試料粉砕機、超遠心粉砕機 他

(3)オ ープンラボ  全 自動食塩定量装置、蛋 白質迅速定量装置、アル コールアナラ

ラ トリー施設  イ ザー、水分活性測定装置 他

(4)バ イオテクノ  ク リーンベンチ、高圧滅菌機、顕微鏡及び画像解析装置 他

ロジー開放試

験室

2 利  用  金  額    2, 370円 以上～ 9, 520円 以下/時 間

1時 間を超えるときはその超える時間 1時 間につき

2,44 0円 以下

【平成 17年 度実績】

設備使用実績は次のとおり。

試 験 測 定

検 査 機 器

加 工 機 械

オープンラボ

ラ トリー施設

バイオテ クノ

ロジー
開放試

験室

計 (申込件数)

4 5 6 4 2 3 1 1 4
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2-9 依 頼試験分析

食品製造企業等からの依頼により、試験分析を行 う。

1 依 頼 試 験   一 般生菌数、大腸菌群、耐熱性菌数、乳酸菌数、大腸菌、粘度

測定、水分活性測定、屈折率測定 等

2 依 頼 分 析   灰 分分析、水分分析、たんぱく質分析、脂質分析、食塩分析、

アルコール分析、脂肪酸組成分析、アミノ酸組成分析、無機質

分析、X線 微小部分析 等

3 手 数料金額   試 験  2, 400円 以上～42, 000円 以下/件

分析  2, 400円 以上～ 55, 900円 以下/件

【平成 17年 度実績】

次のとおり試験分析を行つた。

試   験 分  析 計 (試験分析件数)

4 5 1 5 6 0
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2-10 そ の他

(1)技 術審査

関係団体等からの依頼を受けて、製品の品質や新開発技術の内容について、審査

を行つた。

内 容 依  頼  者

部 別 審 査 件 数

食 品

開発部

応 用

技術部

食品バ

イオ部
計

平成17年度創造的中

小企業育成事業助成
に係 る技術評価

(財)北 海道中小企

業総合支援センター
2 2

平成17年度 「北海道

新技術 。新製品開発

賞Jに 係る技術審査

北海道経済部 ９
“

3 1 6

△
計

９
“

3 3 8
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(2)講 習会などへの講師派遣

市町村、団体等からの依頼を受けて、センター研究職員を講師として派遣した。

＼ 講 習 会 等 の 名 称 派遣 日 派遣地 依 頼  者 派 遣 者

1

鵜
ビール研究会事前品質評 17. 4.21 札幌市 札幌国税局 史

携
司

士
口　
修

村
渡
川

田
橋
吉

2 道産食品独 自認証制度 日
本酒に係る官能検査

17. 4.22 札幌市 財団法人
日本穀物検定協会

史
史
司

吉
雅
修

村
本
川

田
柿
吉

3 空育酒170号試験醸造酒の
第1回官能評価

17. 4.22 札幌市 札幌国税局 富永一哉
濱岡直裕

4 道産食品独 自認証制度ベー

係る雪籠ば暮
~セ~ジ類に

17. 4.26 札幌市 財団法人
日本穀物検定協会

仁
誠
美

貞

寿

上
上
辺

井
川
渡

5 口
た

ノ
い
用

ク
用
応

テ
を
の

オ
法
析

イ
手
解

バ
子
衆

と
伝
群

発
遺
菌

開

‥
細

口聖

内

食
ジ
腸

17. 5.18 札幌市
セ析分口帥

人
食

法
道

一

団
海
タ

財
北
ン

長島浩二

6 衛生管理講習会 5. 18 札幌市 株式会社 一 久 富永一
哉

7 ナ
官

＜
る

度
係

制
に

証
＞

認
ズ

自

一

独
チ

ロ叩
一″

食
ラ
査

産

ユ
検

道
チ
能

17. 6. 1 札幌市 検農酪道
会

海
協

北
査

的
飾

川上 誠

8 ジ
体

ポ
粉

ン
る
Ｊ

シ
す
学

同
献
工

合
貢
と

ス
に
術

セ
域
技

口
地
ス

プ
ｒ
セ

体
ム
ロ

粉
ウ
プ

17. 6.  7 札幌市 エ
セ

学

ロ
化
プ体

人
粉
会

法
　
科

団
会
分

社
学
ス

山本一史

9 口ｍ
口叩
スυ

食
食
係

工
工
に

加
加
＞

た
産
業

れ
道
事
ス

優
＜
進
イ

度
業
推
バ

年
事
大
ド

‐７
り
拡
ア

成
く
路
体

平
づ
販
全

17. 6.16 札幌市 産品
プ

食

一

課
ル

援
グ

支
興

業
振

産
業

佐々木茂文

10 美苫 「みの りJ会 設立総会 17. 6.23 苫小牧市 家
部

業
支

企
牧

小
小

中
苫

道
会

海
好

北
同

富永一
哉

11 韓 日共同海洋バイオ技術セ
ミナー

17. 6.28 大韓民国

江陵市

生洋海
院

陵
興

江
振業ｍ雄

二
史
茂

浩
孝

島
織
部

長
錦
阿

地場産品の加工製造講習会 17. 6.29 浜中町 浜中町産業振興推
進協議会

富永一哉

墓蔭基
ラルチーズ製造技術 17.  7.  1 帯広市 十勝ナチュラルチ

ーズリーグ
川上 誠

14 食品加工技術講習会 17.  7. 4 函館市 函館市長 「可部  茂

技術交流会 17.  7.  6 東京都 三菱化学フーズ株
式会社

「可部 茂

16

I肇 基
年度 (33回)全国醤油 17. 7.14 東京都 日本醤油協会 田村吉史

黒暑曇
アの特性 と成分効果

ワ
イ 16 札幌市 株式会社ネクス 田中常雄

18 一
に

べ
類

度
ジ

制

一

証
セ

認

一

自
ソ
査

独
び
検

品
及
能

食
類
官

産
ン
る

道

コ
係

17. 8.18 札幌市
〈
本

人
協

法
定

団
検

財
物

日本穀 仁
誠
美

貞
　
寿

上
上
辺

井
川
渡

19

ヒ各埜誉皇みそ
の加工技術 17. 8.22 江別市 業

一

農
タ

区
ン

地
セ

部
及

北
普

狩
良

石
改

司
子

修
裕

川
登

士
口化
出
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＼ 講 習 会 等 の 名 称 派遣 日 派遣地 依 頼  者 派 遣 者

20

卿嘲
約
第

集
∃

ズ
組

一
取

一一
の

業
化

企
強

ｒ
能
会

17. 8.26 江別市 北海道経済産業局 富永一哉

「夏期酒造講習会」
及び

「清酒貯蔵 。出荷管理講習
会J

17. 8.29
-30

札幌市 北海道酒造組合 田村吉史

吉川修司

０
４ 験試

価
＞
評

星
能

彗
官

＜
回

け
第

‐７
の

酒
酒

育
造

空
醸

17. 8.31 札幌市 札幌国税局 史
司

士
口依杉

村
川

回円
士
ロ

０
４ 平成 17年度 「だて市民カ レ

ッジJ
17.  9  7 伊達市 伊達市教育委員会 田中常雄

24 若
域
修

の
広
研

部
ｒ
察

年
業
視

青
事
る

会
成
係

工
育
に

商
等

Ｊ

内
者
業

管
継
事

高
後
興

日
手
振
会

17. 江別市 商内管昔
同
〈
ム

日

合
道
連

海
会

北
工

雄
史
樹

常
孝
智

中
織
田

田
錦
太

第13回北海道加工食品フェ
ア選考会

17. 9.15 札幌市 フ口印
△
ム

食
員

工
委

加
行

道
実

海
ア

北

エ

本堂正明

26 カバ ノアナ タケ勉強会 17  9 15 札幌市
〈
ムの

人
選

帷
引

ＮＰ
し

渡邊 治

本
試

日
味

度
食

制
＜

証
査

認
検

自
能

独
官

品
る

食
係

産
に
＞

道
酒
験

17. 9. 20 札幌市 財団法人
日本穀物検定協会

史
史
司

吉
雅
修

村
本
川

田
柿
吉

28 第25回北海道味噌品評会 17. 5 江別市 工由醤噌
合

味
組

道
同

海
協

北
業

明
史
司

正
吉
修

堂
村
川

本
田
吉

29 第29回冷凍食品技術研究会 17 10. 7 江別市 道海北
会協

人
品

法
食

団
凍

財
冷

槙 賢 治

30 17 10. 10 函館市 北海道大学大学院 長島浩二

期限付免許者製造酒類の品
質審査

17. 10. 24 札幌市 札幌国税局 史
司

士
口依
杉

村
川

田
吉

北海道科学技術ネ ッ トワー

クセ ッシ ョン
'05

17. 10. 札幌市 北大 リサーチ&ビ

ジネスパーク構想

推進協議会

中川 良二

平成17年度全国市販酒類調

査の品評会

17.10.28

17.11.10

17 11 11

札幌市

札幌市

札幌市

札幌国税局

札幌国税局

札幌国税局

槙 賢 治

吉川修司

槙 賢 治

吉川修司

田村吉史

橋渡 携

新チーズ講演会 と試食の夕
ハミ

17 10 29 札幌市 株式会社

まほろば

長島浩二

濁酒製造に関する研修会 17 10. 長沼町 長沼町長 田村吉史

吉川修司
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＼ 講 習 会 等 の 名 称 派遣 日 派遣地 依 頼  者 派 遣 者

36 17.11. 1 札幌市 寒冷地域産学官連

携推進実行委員会

田中常雄

HoPE ll月例会 17.11. 8 札幌市 北海道中小企業家
同友会 産 学官連

携研究会 HoPE

熊林義晃

井上貞仁

38 平成17年度高度品質管理向
上推進事業 ・技術講習会

悌6回「ル|''升|ム・北海道」″ハ
゛
川

17.11.19 札幌市 (独)農林水産消費

技術センター小樽
センター

富永一
哉

39 「食 中毒 と衛生管理」セ ミ
ナー

札幌市 ス リーエム ヘ ル

スケア株式会社

長島浩二

40 第43回洋酒 ・果実酒鑑評会 1 7 . 1 1 . 2 1

- 2 2
東広島市 独立行政法人

酒類総合研究所

富永一
哉

И
仕 「技術交流会 (技術勉強

会)」

17.11.24

-25
愛媛県 エスアイ精工

(株)

阿音6 茂

０
４

´
仕 製造免許申請前の濁酒 製

造に関する研修会

17.
つ
４ 19 長沼町 長沼町 濱岡直裕

43 バイオ産業振興専門委員会 18.  1.31 札幌市 北海道経済連合会 錦織孝史

44 食肉の品質管理技術 18.  2.  6 札幌市 札幌市保健福祉局 井上貞仁

45 濁酒製造技術研修会 18.  1.31

～ 2 . 6

江別市 長沼町 田村吉史

吉川修司

濱岡直裕

46 道央バイオ研究交流会 18. 2. 23 恵庭市 (財)道央産業技術

振興機構

八十川大輔

И
仕 タンパク質系バイオマス利

活用セ ミナー
18. 2.28 札幌市 (財)北海道科学技

術総合振興センタ
錦織孝史

48 平成17酒造年度新酒鑑評会
の品質評価員

８

　

　

　

８

3 . 2 2

3 . 2 3

札幌市 札幌国税局

札幌国税局

田村吉史

吉り|1修司

富永一哉

濱岡直裕

49 道産食品独自認証制度そば
に係る官能検査

18. 3.28 札幌市 財団法人

日本穀物検定協会

山木
一史

田中常雄

渡辺寿美

50 道産食品独 自認証制度アイ
スク リームに係 る官能検査

18. 3.29 札幌市 財 団法人

日本穀物検定協会

り|1上 誠

佐藤理奈

渡辺寿美

＼ 計 50 件 8 7名
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(3)視 察実績

平成 17年 度の視察者は、33団 体、472人 でセンター業務内容の説明、各施設の

案内、懇談、意見交換等により普及指導に努めた。

○ 月 別視察状況

月

区 今

4月 5月 6月 7月 8月 9月 1 0月

視 察 件 数 0
９
″ 1 4 7 3 5

視 察 人 数 0 1 8 2 5 5 4 1 0 6 1 1 0 4 4

月

区分

1 1月 1 2月 1月 2月 3月 計

視 察 件 数 3 1 2 4 3 3

視 察 人 数 6 6 2 4 8 3 5 4 7 2

(4)健 康食品参入支援 ・ネットワーク形成事業

今後大きな成長が期待できる健康食品分野への道内企業の参入を加速させるとともに、

企業や研究者のネットワーク形成を図るため、機能性評価や製造技術、商品開発に係る

総合的な技術指導や技術情報の提供等を行つた。

(1)ネ ットワーク形成事業 ・情報提供事業

健康食品分野における法制度の仕組みや関係機関等の研究内容等の技術情報、機

能性評価を行 う機関の情報、製造企業の情報等を収集 し、健康食品データベースの

整備を図り、ホームページ等を整備 して情報提供を行つた。

(2)新 商品 。技術評価事業

成分分析や試験管ベースの機能性評価、および技術情報の提供を行い、新たに健

康食品分野への参入を希望する企業の研究開発に技術支援を行つた。

(5)イ ンキュベーシ ョンスペース貸与

企業等の希望により、センター内にインキュベーションスペースを提供するとともに、

センターの設備等を活用することで、長期間 (原則 1年 )に 渡 り研究職員の技術支援を

受けながら共同研究や新製品開発等の検討を行つた。

○ 平 成 17年 度利用企業  : 3企 業
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3 技 術情報の提供

3-1 研 究成果発表会の開催

平成 17年 4月 27日 に札幌市において開催 し、口頭発表 7テ ーマ、ポスター

発表 9テ ーマ、パネル展示、技術相談等を行い研究成果の普及に努めた。

(参加者 238名 )

3-2 展 示会 ・紹介展

センターの試験研究と技術開発成果を展示会等に出店し、技術の普及振興及び交流を

図った。

展 示 会 等 の 名 称 主 催 者 開催地 開催年月 日

2 0 0 5キ ッズ ・サイエ ンス ・

パー ク

北海道 札幌市 17.  8. 4

2005え べつ消費者まつ り 江別市 江別市 17.10. 8

ビジネスEXPO「 第 19回 北

海道技術 ・ビジネス交流会」

北海道技術 ・ビジネス交

流会実行委員会

札幌市 17.11.9

-10

産学官連携シンポジウム

「地域資源を活か した産学官連

携」

産学官連携推進事業実行

委員会

旭川市
７
‘ 14

第4回 北海道食品産業総合展 (社)北 海道食品産業協

議会

札幌市 17.11.18

～ 1 9

コラボレーションフォーラム

2 0 0 5

北海道経済産業局 札幌市 17.11.22
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3-3 刊 行物一
覧

1 技 術情報誌 「食加研だより」の発行

センターの業務案内、研究報告を中心 とした技術情報を主な内容 として、 2回

発行 し、関係機関 ・団体などに提供 した

2 平 成 16年 度事業報告 。平成 17年 度事業計画の発行

当該報告 ・計画書を発行 し、関係企業、関係団体等に提供 し、当センターの研究

成果の普及を図つた。

3-4 食 品加工技術情報データベースの公開

食品加工に携わる企業の技術力向上を支援するため、当センターの研究成果のほか、

道内外の国公立試験研究機関における食品加工技術情報をデータベース化 し、公開を

行つた。

<利 用方法 >

当センターのホームページにて公開 URL http://― .foodhokkaido.gr.jp

3-5 図 書 ・資料室の開放

国内外の食品工業関係専門誌、大学 。国公設試験研究機関から提供を受けた図書、

報告書類を一
般に開放 した。

<図 書 ・資料室利用時間>

月曜 日～金曜 日  9:00～ 17:00(た だ し、祝祭 日、年末年始は休館)
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4特 許権・学会発表等

4-1 出 願済「特許」

発 明 の 名 称
出願年月 日

出願番号

登録年月 日

特許番号

生分角争性を有する成形品用原料の製法と生分解性を有

する成形品の製法

627

特願 平6-37669

10 130

特許第2741476号

キクイモ由来 レクチン及びその分離製法 61019

特願 平6‐281416

9 613

特許第2660175号

海洋生物を原料とした代用皮膚 7 626

特願平7‐182172

91226

特許第2731833号

乳酸菌乾燥粉末の製造方法 8 425

特願平8-130887

H 6 4

特許第293510 1号

魚類ゼラチンの製造方法 944

特願 平9-102529

101218

特許第2864459号

黄色ブ ドウ球菌の検出培地 9 626

特願平9…184505

141220

特許第3380956号

豆乳入 リアイスクリームの製造方法 9 1 1 1 0

準争原貢用二9‐342332

13 6 18

特許第3196073号

冷凍食品の離水防止剤 9 1 2  5

特願 平9‐352356

1 1 1 0  1

特許第2985953号

カ ドミウムを除去 した魚介類エキスの製造法 10 330

特願 平10-102067

11 528

特許第2933309号

魚類コラーゲンの製造方法 1 0  8 1 1

牛午原頁用Z10…239584

1 1  5 2 1

特許第2931814号
エン ドグルカナーゼをコー ドする遺伝子 10 930

特願平10…377864

1 2  7 2 1

特許第3089245号

カルシウム吸収を促進する多糖類食品素材およびその

製造方法

101126

特願平10…353968

1 5 5 9

特許第3425664号

耐塩性酵母の乾燥菌体スターター及びその製造方法 H32

特願 平H 5̈4779

12 616

特許第3079096号

甘味飲料 H76

特願 平H‐191261

12 616

特許第3076908号

細菌検出方法 11 723

特願平H-208647

13 330

特許第3172917号

ホタテガイ系統解析方法 12 5 16

特願平12…148570
(審査中)

α―グルコシダーゼ阻害物質 13  1 16

特願2001 4̈5778

16 416

特許第3543175号

醤油滓を利用 した水産食品 14 5 14

準争源頁2002-177758

17 415

特許第3665901号

包装食品の加熱方法 14 618

準午原頁2002-214539
(審査中)
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発 明 の 名 称
出願年月 日

出願番号

登録年月 日

特許番号

ポテ トペース トの製法 14 621

準争原頁2002-217301

1611 19

特許第3616926号

細菌由来凝乳酵素および当該酵素を用いたチーズの

製造

1 4  7  2

牛争原頁2002…194016
(審査中)

食酢及びその製造方法 1 5  2 2 1

特願2003-043880

17 3 18

特許第3656218号

魚介類を素材 とした発酵調味料 15 410

特願2003-14H45
(審査中)

アロニア酢及びその製造方法 15 310

牛午源頁 2003‐62767

17 722

特許第3699985号

海洋深層水を利用 した乳製品製造 1510 3

特願 2003…380521

食品の乾燥方法 151020

特願2003‐394726
(審査中)

新規な乳酸菌とそれを用いて得られている発酵豆乳

およびその製造方法

16 210

特願2004-68091
(審査中)

米粉の製造方法 16 331

牛争源頁2004-105338

乾燥豆類の吸水量改善方法 161018

特願2004…332421

魚介類を原料 としたタンパク質含有スナック菓子の

製造方法

161018

乍争源貢2004…332422
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4-2 学 会誌等への発表

表 題 投 稿 者 投 稿 誌 名

A n t i - i n f L a m m a t o r y  E f f e c t s  o f  A r o n i a  E x t r a c t  o n

R a t  E n d o t o x i n - I n d u c e d  U v e i t i s

( K . 0 h g a m i )

( i .  I l o e v a )

(K.  Sh i ra to r i )

(Y. Koyama)

(Xue-Ha i  J in )

(K .  Yosh ida)

(S.  Kase)

( N .  K i t a i c h l )

(Y .  Suzuk i )

T. Tanaka

(S.  0hno)

I n v e s t i g a t i v e  0 p h t h a l m o l o g y  &  V i s u a l

Sc ience,  46( I ) ,  275-281 (2005)

G e n e t l c  S t r u c t u r e  A n a l y s i s  o f  t h e  J a p a n e s e  S c a

1 l o p  P o p u l a t i o n  i n  H o k k a i d o ,  J a p a n ,  o n  t h e  B a s

i s  o f  M i t o c h o n d r i a l  H a p l o t y p e  D i s t r l b u t i o n .

Nagash ima

(Sa to  M .  )

(Kawamata

(Nakamura

Ohra  T .

Ｋ

　

Ａ

腸 rゴ″θ′ゴοιθο/P/7οゴogy,7(1),1-10(2005)

D e v e l o p m e n t  o f  M i c r o s a t e l l i t e  M a r k e r s  f o r

Japanese Scallop ( l [ izuhopecten yessoensis) and

T h e i r  A p p l i c a t l o n  t o  a  P o p u l a t i o n  G e n e t i c  S t u

dy .

(Sato  M.  )

(Kawamata K. )

(Zas lavskaya N.

(Nakamura A. )

0h ta  T .

N i s h i k i o r i  T .

(Brykov V. )

Nasash ima K.

ルbrゴ″θ′ゴὸ θο/2″οfο到、7(6),713-728(20

05)

カバ ノアナタケ (f 7 7 0ηO  ι″s  O b方9″′s)抽 出液 を付加

した機能性チーズの製造
渡邊 治 食品の試験 と研究,40,5153(2005)

よくわかるQ&A「 道産小麦でパンを焼くポイン ト」 山木
一

史 ニューカン トリー,52(12),3435(2005)

新春アンケー ト 「道産の消費を探せ !」 田村  明 ニューカン トリー,53(1),28(2006)
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4-3 学 会等発表

発表題 目 発案者 発表 日 学会名

Immuno log ica l  ac t i v i t ies  in  v i t roo f  the

crude polysaccharide from brown seaweed,

suj ime (Costaria Costata Saunders) and

i ts  an t i tumor  e f fec t  on  the

t ransp lan tab le  tumor  ce l l s  in  mice  by

o r a l  a d m i n i s t r a t i o n

0hta T
Tanaka A
Yo shi kawa
Ni  sh i  k io r i

(Kuramata
(Kurihara

Ｔ

Ｋ

Ｈ

17 5.25
-26

第 2回 国際シンポジウム

「海洋生物資源の健康機能性」

北海道大学大学院水産科学研究科

21世紀 COEプログラム

スジメ多糖抽出物の経口投与による抗腫瘍

irf性

太田智樹

田中彰

吉川修司

(倉又
一

成)

(栗原秀幸)

17 8.30 日スЧ餞飼界斗学Jr拳会多静2巨レこ箸

アロニア果実のカロエ食品への利用

田村吉史

(藤田隆明)

吉川修司

田中常雄

17.8.31 日冽Ч畿渇界斗学Jr拳会多謁2巨り《蚤

\ 4 o l  e c u l  a r  p o p u l a t  i o n  g e n e t  i  c  s t  u d y  o f

Japanese sca l lop

(佐藤希実)

長島浩二

(川真田憲治)

(ナシ
゛
ャ・サ

゛
スラフスカヤ)

(中村 葵)
太田智樹

錦織孝史

田中 彰
吉り|1修司

17.
北海道大学21世紀CO Eプログラム

国際シンポジウム

植物発酵エキスの熟成過程における菌叢解

析と撹拌の影響

能登裕子

中川良二

人十り|1大輔

長島浩二

(福士宗光)

17.10.06

平成17年度産業技術連携推進会議

生命工学部会

東北 ・北海道地域部会

常圧過熱水蒸気の食品加工における利点 阿部 茂
平成17年度

食品関係技術研究会

担子菌成分を付与 した機能性チーズの製造 渡邊 治 17
平成17年度

食品関係技術研究会

道産米の高次利用に関する研究 山本
一

史 17
平成17年度

食品関係技術研究会

酵素処理によるタマネギの食品素材化と利

用
槙 賢 治 18.2.6

北海道農業試験研究推進会議

農産利用部会

野菜抽出酵素液 (F&E)摂 取のヒト腸内細

菌叢に与える影響

～新T RFLP法による評価

長島浩二

(福士宗光)

(本橋智枝子)
八十川大輔

(神林 勲 )

(武田秀勝)

18.2.25
執 7牲

日冽均af昔日「在ェ笙静雀ヨ̈
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予 算  名 17年度最終予算 18年度予算 事 業 概 要

科学技術振興費 70,646(  46,344 ) 44,284(  37,381 )

重点領域特別研究費 17,130( 17,130) 1 2 , 8 7 5 ( 1 2 , 8 7 5 ) 研究開発方針の研究開発の重点事項

に対応する事業化 ・実用化に結びつ

く研究課題を実施する。

一般試験研究費 22,245(   22,245 ) 22,952(  22,952 ) 食品加工に関する総合的な試験研究

を実施する。

受託試験研究費 8,380(   0) 0 ) 国や独立行政法人、企業等からの委

託を受けて試験研究を実施する。

民間等共同研究費 1 0 , 0 6 9 (    0 ) 2,750(   0) 北海道共同研究規程に基づき民間企

業等と共同研究を実施する。

外部資金活用研究費 4,750(       0 ) 2.850(       0 ) 国や独立行政法人等が公募する研究

事業に応募し、採択された試験研究

を実施する。

依頼試験費 1,103(   0) 1 0) 企業等の新製品開発や新技術の導入

を支援するため、依頼を受けて試験

や分析を行 うとともに、設備、機器

等を開放する。

試験研究用備品整備費 6,969( 6,969) 1,554(   1,554 ) 試験研究及び技術指導等に必要な備

品の整備を図る。

気品加工研究センター費 95,775( 91,776) 77,899( 77,899)

維持管理費 87,579( 87,579) 73,729( 73,729) センターを維持管理するための行政

経費及びデータベース整備 ・運営に

係わる経費

技術指導普及事業費 8,196(   4,197 170(   4,170 ) 企業等の技術力の向上や製品の高付

加価値化等を図るため、技術講習会

や移動食加研を開催するとともに、

研究成果や食品加工等に関する情報

等を広く提供する。

計 166,421( 138.120 ) 122,183( 122,183 )

平成 17年 度事業報告 。平成 18年 度事業計画

1 予 算及び事業概要

(単位 :千 円)

※ 1 18年 度予算は当初予算額、( )内 は一般財源額

※2 受 託試験研究費、民間等共同研究費、及び外部資金活用研究費については、契約等で金額の変更有 り
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2沿 革

大正 12年 4月

日召不日24年 10月

63年 6月

平成 元 年 3月

4年 2月

6年 4月

13年 6月

16年 4月

3組 織

所 長 一 副所長 食品開発部

札幌郡琴似村の 「北海道工業試験場」において醸造に関す る試験研究業務を開始。
「北海道工業試験場」が北海道に移管 され、「北海道立工業試験場」 となる。
「食品加工研究所 (仮称)建 設基本構想検討委員会」の意見をもとに、「建設基

本構想J策 定。
「北海道立食品加工研究センター (仮称)建 設基本計画」を策定。

1 5日

「北海道立食品加工研究センターJ開 設 (工業試験場食品部を移管拡充)。

職員定数 33名 (うち研究員 23名 )

研究職員 4名 増員

(北海道立十勝圏地域食品加工技術センター (運営 :(財)十 勝圏振興機構)及 び

オホーツク圏地域食品加工技術センター (運営 :(財)オ ホーツク圏地域振興機

構)へ の派遣職員)

10周 年記念講演会開催

機構改正を行い、技術支援体制の強化及び社会的ニーズに対応 した研究体制の整

備を図る。

応用技術部

[115]]

食ルシ椰[」餃1

農 産 食 品 科

畜 産 食 品 科

水 産 食 品 科

職員数 40名 (うち研究職員 30名 )平 成 18年 4月 1日 現在

庶務、財務及び総合調整

試験研究の企画及び調整

試験研究成果の普及及び広報
研究人材の育成 。養成

技術相談受付 ・技術支援
依頼試験等の受託

技術情報の収集及び提供

農産食品の加工及び保蔵技術に関する試験研究
及び技術支援

畜産食品の加工及び保蔵技術に関する試験研究
及び技術支援

水産食品の加工及び保蔵技術に関する試験研究
及び技術支援

品質管理、工程管理及び装置等に関する試験
研究及び技術支援

品質、保蔵及び機能性等に関する試験研究
及び技術支援

バイオテクノロジーの食品加工及び品質管理

技術への応用に関する試験研究及び技術支援

発酵食品の加工及び保蔵技術に関する試験研究
及び技術支援
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4施 設

敷 地 面 不責 20, 000. 24ピ

建物延床面積  5, 480.59ピ   研 究棟 鉄 筋コンクリー ト造 3階 建 4, 270.86ぽ

試験棟 鉄 筋コンクリー ト造 1階 建 1, 114.49ピ

その他                95.24ポ

5 主 要設備 ・機器

試験研究用機器
・核磁気共鳴装置              。 ガスクロマ トグラフ質量分析計
。高速液体クロマ トグラフ          ・ イオンクロマ トグラフ
・電子顕微鏡 (透過型、走査型)      。 近赤外分光分析計
。自記分光蛍光光度計            。 X線 回折装置
。ドウコーダー               。 原子吸光分光光度計
・示差熱走査熱量計             ・ 超臨界流体抽出分離装置
。万能引張試験機

加工試験用機器
。エクス トルーダー             ・ 超高圧処理装置
・薄膜真空蒸発装置             。 膜分離装置
。マイクロ波減圧乾燥装置          。 アイスクリーマー

・レトル ト殺菌機              。 真空フライヤー

・試験用製めん機              。 パン生地製造装置
。遠赤外線常圧 ・減圧乾燥機         。 真空凍結乾燥機
。加圧 ・減圧かくはん試験機         。 かくはん混合造粒機
・シュリンク包装機             。 急速凍結装置
。真空包装機

6 主 要試験 口分析

依頼試験
。一般生菌数
。乳酸菌数
・大腸菌群
。ブ ドウ球菌
・サルモネラ菌
・屈折率測定

依頼分析
・灰分分析
。たんぼく質分析
・食塩分析
・ア ミノ酸組成分析
。水溶性 ビタミン分析
。X線 微小部分析
・脂肪酸組成分析

・耐熱性菌数
・真菌数 (カビ ・酵母)
。大腸菌
・腸炎 ビブ リオ菌
。pH測 定
。水分活性測定

。水分分析 (絶乾法)
。脂質分析
。有機酸組成分析
・アル コール分析
。無機質分析
・脂溶性 ビタミン分析
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7 利 用方法

内     容 申込 ・手続き等 お問い合わせ窓 口

共同研究の受付は 随時受付 。有料

共同研究を行 う場合には、「北海道共同研究規程J

に基づき手続きを行います。

企画係

Te1 011‐387-4113

食品加工技術に関する

総合的な相談は

随時受付 ・無料

電話、来所、文書など形式は問いません。

相談指導係

Te1 011-3874̈115

技術支援 (現地 。所内)の

申込みは

随時受付 ・無料

技術指導依頼書又は電話等でお申し込み下 さい。

依頼試験 ・分析の申込みは

設備機器の使用申込みは

随時受付 。有料

依頼試験分析 申込書、設備使用 申込書等でお申

込み くだ さい。手数料 。使用料は北海道収入証

紙をちょう付 していただきます。

なお、 申込書 は、当セ ンターホームペー ジ

(hipi〃― foodhOはaido grjp)からダウンロー ド

できます。 ト ップページのメニューから 「機器

設備Jに 移動 しご利用下さい。

移動食品加工研究センター

・技術講習会等の申込みは

無料

所定の申込書によりお申込み ください。

研究普及係

Tc1 011-387-4114

技術研修生の申込みは 随時受付 。無料 (ただ し、研修に関する試料 ・

消耗品等は負担いただきます。)

研修 申込書によりお申込み ください。

施設見学の申込みは 随時受付 ・無料

事前に文書でお申し込み下 さい。

図書等の閲覧は 随時受付 ・無料

主査 (情報管理)に お越 し下 さい。

主査 (情報管理)

Tc1 011-387-4114

工業所有権の利用は 随時受付 。有料

主査 (情報管理)に ご相談下 さい。

*1 お 申込みの前にまず、電話等でご相談ください。

*2 食 品加工研究センターホームページでは、センターの組織や業務内容の概要のほか、技術講習

会等のイベン ト情報も掲載 していますのでご覧ください。 (httpi/加― foodhokttdo grjp)
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